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運用商品一覧 （商品の選択にあたっては、必ず１ページ以降の説明資料をご確認ください。）①

＜元本確保型商品＞

No カテゴリー 運用商品名
商品

コード
中途解約の取扱い

1 預金 三井住友銀行確定拠出年金定期預金（１０年） 01493 中途解約利率が適用されます。元本を
下回ることはありません。

＜投資信託＞

No カテゴリー 運用手法 運用商品名
商品

コード
信託報酬
(税込)

信託財産
留保額

2

国内株式型
投信

インデックス型
三井住友・ＤＣつみたてＮＩＳＡ・日本株
インデックスファンド

01366 年0.1760% なし

3 アクティブ型
（グロース） 年金積立Ｊグロース 00046 年0.9020% なし

4 アクティブ型
（バリュー） 大和住銀ＤＣ国内株式ファンド 01133 年1.0450% なし

5 国内債券型
投信

インデックス型 三井住友・日本債券インデックス・ファンド 00164 年0.1760% なし

6

外国株式型
投信

インデックス型
（先進国・新興

国）

三井住友・ＤＣつみたてＮＩＳＡ・全海外株
インデックスファンド

01351 年0.2750% なし

7 インデックス型
（新興国） インデックスファンド海外新興国（エマージング）株式 01321 年0.2750% なし

8 アクティブ型 大和住銀ＤＣ海外株式アクティブファンド 01200 年1.7820% なし

9

外国債券型
投信

インデックス型
（主要国） 三井住友・ＤＣ外国債券インデックスファンド 01596 年0.2310% なし

10 インデックス型
（新興国）

インデックスファンド海外新興国
（エマージング）債券（１年決算型）

01322 年0.2750% なし

11

バランス型
投信

（ライフ
サイクル型
投信）

インデックス型
（スタティック）

三井住友・ＤＣ年金バランス３０（債券重点型） ※4 01075 年0.2420% なし

12 三井住友・ＤＣ年金バランス５０（標準型） ※5 01076 年0.2530% なし

13 三井住友・ＤＣ年金バランス７０（株式重点型） ※6 01074 年0.2640% なし

14 バランス型
投信

アクティブ型
財産３分法ファンド（不動産・債券・株式）
毎月分配型

01067 年1.0450%
0.3%

（売却時）

15 その他の
投資信託

インデックス型
（国内ＲＥＩＴ） ＤＣ・ダイワＪ－ＲＥＩＴオープン 01443 年0.3740% なし



商品の概要
運用会社

(商品提供機関)
売却順
※1

※2 頁

１０年満期の(固定金利）自動継続定期預金です。約定金利は市場金利の動向に応じて毎日決定します。 三井住友銀行 1 1

商品の概要
運用会社

(商品提供機関)
売却順
※1

※2 頁

投資成果が、ベンチマークに連動することを目指すインデックス型の投資信託です。「東証株価指数」構
成銘柄を主な投資対象とします。

三井住友ＤＳアセット
マネジメント 2 3

投資成果が、ベンチマークを上回ることを目指すアクティブ型の投資信託です。わが国の上場株式を主な
投資対象とし、株主還元、株主資本成長率を重視し投資銘柄の選択を行います。

日興アセットマネジメント 3 5

投資成果が、ベンチマークを上回ることを目指すアクティブ型の投資信託です。わが国の株式を主な投資
対象とし、株価の割安度等を重視し投資銘柄の選択を行います。

三井住友ＤＳアセット
マネジメント 4 7

投資成果が、ベンチマークに連動することを目指すインデックス型の投資信託です。わが国の「公社債」
を主な投資対象とします。

三井住友ＤＳアセット
マネジメント 5 9

投資成果が、ベンチマークに連動することを目指すインデックス型の投資信託です。わが国を除く先進国
の株式、新興国の株式指数を対象とした先物取引、新興国の株式を主な投資対象とします。原則として為
替ヘッジは行いません。

三井住友ＤＳアセット
マネジメント 6 11

投資成果が、ベンチマークに連動することを目指すインデックス型の投資信託です。新興国の株式を主な
投資対象とします。原則として為替ヘッジは行いません。

日興アセットマネジメント 7 14

投資成果が、ベンチマークを上回ることを目指すアクティブ型の投資信託です。世界各国の株式を主な投
資対象とします。原則として為替ヘッジは行いません。

三井住友ＤＳアセット
マネジメント 8 16

投資成果が、ベンチマークに連動することを目指すインデックス型の投資信託です。外国の公社債を主な
投資対象とします。原則として為替ヘッジは行いません。

三井住友ＤＳアセット
マネジメント 9 19

投資成果が、ベンチマークに連動することを目指すインデックス型の投資信託です。新興国の現地通貨建
ての債券を主な投資対象とします。原則として為替ヘッジは行いません。

日興アセットマネジメント 10 22

国内株式、国内債券、外国株式、外国債券に分散投資を行います。資産配分は、国内株式20%、国内債券
55%、外国株式10%、外国債券10%、短期金融資産5%を基本とします。原則として為替ヘッジは行いませ
ん。

三井住友ＤＳアセット
マネジメント 11 24

国内株式、国内債券、外国株式、外国債券に分散投資を行います。資産配分は、国内株式35%、国内債券
35%、外国株式15%、外国債券10%、短期金融資産5%を基本とします。原則として為替ヘッジは行いませ
ん。

三井住友ＤＳアセット
マネジメント 12 27

国内株式、国内債券、外国株式、外国債券に分散投資を行います。資産配分は、国内株式50%、国内債券
15%、外国株式20%、外国債券10%、短期金融資産5%を基本とします。原則として為替ヘッジは行いませ
ん。

三井住友ＤＳアセット
マネジメント 13 30

国内株式、外国債券、国内不動産投信に分散投資を行います。資産配分は国内株式25%、先進国債券15%、
高利回り外国債券35%、国内不動産投信25%を基本とします。

日興アセットマネジメント 14 33

投資成果が、ベンチマークに連動することを目指すインデックス型の投資信託です。わが国の不動産投信
を主な投資対象とします。

大和アセットマネジメント 15 36



運用商品一覧 （商品の選択にあたっては、必ず１ページ以降の説明資料をご確認ください。）②

＜投資信託＞

No カテゴリー 運用手法 運用商品名
商品

コード
信託報酬
(税込)

信託財産
留保額

16 その他の
投資信託

インデックス型
（国内・外国
ＲＥＩＴ）

野村世界ＲＥＩＴインデックスファンド
（確定拠出年金向け）

01413 年0.3630% なし



商品の概要
運用会社

(商品提供機関)
売却順
※1

※2 頁

投資成果が、ベンチマークに連動することを目指すインデックス型の投資信託です。世界各国の不動産投
信を主な投資対象とします。原則として為替ヘッジは行いません。

野村アセットマネジメント 16 39



運用商品選定理由説明書を本資料に提示しております。
※1 運営管理業務委託手数料等が個人負担で個人別管理資産から充当する場合等、この順位にしたがい売却を行います（ただし、規約で
定める未指図資産がある場合は、未指図資産から売却します）。
※2 規約で指定運用方法が定められている場合、当該指定運用方法に「指定商品」と表示しています。「ターゲット・イヤー・ファン
ド」が指定商品として指定されている場合は、お客さまの生年月日に応じた商品が自動的に購入されます。規約で除外商品が定められて
いる場合、当該除外商品に「購入不可」と表示しています。
※3 運用商品説明資料の中には、太字・下線・ロゴの使用等により強調されているものもありますが、特定の商品を推奨するためのもの
ではありませんのでご注意ください。なお、詳細な内容は各運用会社の最新の目論見書をご確認ください。
※4 バランス型投信（ライフサイクル型投信）の「スタティック」とは、組入れられる各資産の資産配分比率が固定であることを意味し
ます。
※5 バランス型投信（ライフサイクル型投信）の「スタティック」とは、組入れられる各資産の資産配分比率が固定であることを意味し
ます。
※6 バランス型投信（ライフサイクル型投信）の「スタティック」とは、組入れられる各資産の資産配分比率が固定であることを意味し
ます。



運営管理機関：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

1.基本的性格 10.満期日の取り扱い
自動継続定期預金です。

2.預入対象者

11.中途解約の取り扱い

3.預入期間 Ａ　 ６ヵ月未満　　解約日における普通預金の利率

Ｂ 　６ヵ月以上２年６ヵ月未満　　　  約定利率×10%

Ｃ　 ２年６ヵ月以上３年未満　　　　　約定利率×20%

4.商品提供金融機関 Ｄ　 ３年以上４年未満　　　　　　　　約定利率×30%

株式会社三井住友銀行 Ｅ　 ４年以上５年未満　　　　約定利率×40%

Ｆ　 ５年以上６年未満　　　　約定利率×50%

Ｇ　 ６年以上７年未満　　　　約定利率×60%

Ｈ　 ７年以上８年未満　　　 約定利率×70%

Ｉ 　 ８年以上９年未満　　　　約定利率×80%

Ｊ 　 ９年以上１０年未満　　　約定利率×90%

5.約定利率の決定方法

6.適用金利

7.利払方法

13.お申し込み単位

8.利息の計算方法

かかりません。

15.持ち分の計算方法

Ver.1.0

１０年（満期日は預入日の１０年後の応当日です。）

確定拠出年金制度の加入者（ただし、名義は確定
拠出年金制度における資産管理機関または国民年
金基金連合会からの委託を受けた事務委託先金融
機関となります。） 満期日前に解約する場合は、実際のお預入れ期間

の長さに応じて、次の中途解約利率（小数点第４位
以下切捨）を適用します。

満期日に利息を元金に組み入れて前回と同一期間
の確定拠出年金定期預金に自動継続します。自動
継続後の適用金利は、満期時点の確定拠出年金定
期預金金利となります。
なお、満期日前に解約される場合には下記の中途
解約利率を適用し、元金と利息をお支払いします。

この預金については元金の一部を解約することができま
す。
①一部解約の場合、一部解約部分の利息は、預入
　日から一部解約日の前日までの日数に応じた中途
　解約利率によって計算します。
②一部解約後の残金の利息は、預入日から満期日ま
　での日数および預入時の約定利率によって計算
　し、かつ自動継続の取り扱いとなります。

ただし、ＢからＪまでの利率が解約日における普通預
金の利率を下回るときは、その普通預金の利率に
よって計算します。

満期日または中途解約時に一括して付利します。
満期日には、利息を元金に組入れて前回と同一期
間の確定拠出年金定期預金に自動継続します。
中間利払いはありません。

預入時の約定利率を満期日まで適用します。
（固定金利）

三井住友銀行確定拠出年金定期預金（１０年）

■当資料は、確定拠出年金法第２４条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために
作成されたものであり、当該預金の勧誘を目的とするものではありません。
■当資料は株式会社三井住友銀行が信頼できると判断した諸データに基づいてジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社が作成しましたが、その正確
性、完全性を保証するものではありません。また、実績・データ等は過去のものであり、今後の成果を保証・約束するものではありません。

確定拠出年金制度では課税されません。
9.利息に対する課税

本商品の加入者毎の持ち分についての計算は元金
によるものとします。
なお加入者の個人別持ち分は記録関連運営管理
機関により計算・管理されております。

12.一部解約の取り扱い

14.手数料付利単位を1円とし、1年を365日とする日数計算をも
とに、６ヵ月複利の方法で利息を計算します。

預入金額は1円以上で預入単位は１円です。

約定利率は、市場金利の動向等に応じて毎日決定
します。

本商品は元本確保型の商品です

確定拠出年金向け説明資料

- 1 -



運営管理機関：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

16.預金保険の適用

18.適用金利の提示方法

解約の申し出のない限り、預入日から１０年後の満期日に
約定利率で計算した利息を元金に組入れて、自動継続し
ます。
また、預入期間の中途で解約（一部解約を含みます）した
場合でも、所定の中途解約利率により計算した利息と元金
をお支払いします。
商品提供金融機関（三井住友銀行）の破綻時において、預
金保険制度の保護範囲を超える元金および利息について
は保護されないおそれがあります。

適用金利は運営管理機関から提示します。

三井住友銀行確定拠出年金定期預金（１０年）

本商品は預金保険制度の保護の対象となっています。

当座預金や利息の付かない普通預金等は「決済用預
金（※）」として全額保護され、定期預金や利息の付く普
通預金などは１金融機関につき預金者１人当たり、元金
1,000万円までとその利息が保護されます。

17.利益の見込みおよび損失の可能性

（※決済用預金・・・・・無利息、要求払い、決済サービ
スを提供できることという3条件を満たす預金）

なお、金融機関名義の預金は、預金保険制度の対象
外となりますが、確定拠出年金制度の資産管理機関ま
たは国民年金基金連合会からの委託を受けた事務委
託先金融機関名義の預金については、加入者の個人
別管理資産額に相当する金額の部分を当該加入者の
預金に係る債権とみなして預金保険制度の保護の対
象としております。
ただし、三井住友銀行に本商品以外の預金があるとき
は、その預金を優先し、本商品と合計で元金1,000万円
とその利息が保護の範囲となります。

■当資料は、確定拠出年金法第２４条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたもの
であり、当該預金の勧誘を目的とするものではありません。
■当資料は株式会社三井住友銀行が信頼できると判断した諸データに基づいてジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社が作成しましたが、その正確性、完全性を保
証するものではありません。また、実績・データ等は過去のものであり、今後の成果を保証・約束するものではありません。

本商品は元本確保型の商品です

確定拠出年金向け説明資料

商品の説明

３０年後
２０年後

１０年後

当初の元金

当初の元金

当初の元金

一部解約

当初の元金+１０年間の利息
→１１年目の元金

当初の元金+１０年間の利息
→１１年目の元金

当初の元金+１０年間の利息
→１１年目の元金

１１年目の元金+１０年間の利息
→２１年目の元金

１１年目の元金+１０年間の利息
→２１年目の元金

１
回
目
の
拠
出

満期日には元利金を新しい
元金として、同期間の定期
預金に継続します。

２
回
目
の
拠
出

３
回
目
の
拠
出

いつでも一部解約し、別の商品への預け替え
ができます。その場合の利率は、解約部分
は中途解約利率を、残金部分は預入日また
は継続日の約定利率を適用します。

同じ日の定期預金をまとめて
資産管理機関の名義でお預
りします。
加入者個人の残高明細につ
いては、記録関連運営管理
機関で管理しています。

１０年 １０年 １０年

１０年 １０年 １０年

１０年 １０年 １０年

- 2 -



運営管理機関：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

1.投資方針 10.信託報酬以外のコスト

11.お申込単位
１円以上１円単位

12.お申込価額
ご購入約定日の基準価額

13.お申込手数料
ありません。

14.ご解約価額
2.主要投資対象 ご売却約定日の基準価額

15.信託財産留保額
3.主な投資制限 ありません。
①
② 16.収益分配

4.ベンチマーク

5.信託設定日 17.お申込不可日等
2011年12月9日

6.信託期間
無期限

7.償還条項

18.課税関係
確定拠出年金制度上、運用益は非課税となります。

19.損失の可能性
8.決算日

毎年11月30日（休業日の場合は翌営業日）

9.信託報酬

Ver.1.7

国内株式インデックス・マザーファンド（Ｂ号）

株式への実質投資割合には、制限を設けません。
外貨建資産への投資は行いません。

ＴＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込み）

ａ．ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）採用銘柄の中から、原則
　　として投資不適格銘柄および低流動性銘柄を除外
　　した上で、マルチファクターモデルを活用した最適
　　化法により、推定トラッキングエラーの低減のみなら
　　ず制約条件を加えることで、実績トラッキングエラー
　　を抑えることを目指してポートフォリオを構築します。
ｂ．ＴＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込み）との連動性を
　　随時チェックし、必要に応じてマルチファクターモ
　　デルを使用してポートフォリオのリバランスを行い
　　ます。

委託会社は、受益者にとって有利であると認めると
き、その他やむを得ない事情が発生したときは、あら
かじめ受益者に書面により通知する等の所定の手続
きを経て、繰上償還させることがあります。

純資産総額に対して年0.176%（税抜き0.16%）
内訳：委託会社 年0.07%（税抜き）
        販売会社 年0.07%（税抜き）
        受託会社 年0.02%（税抜き）

本商品は元本確保型の商品ではありません

ファンドの監査費用や有価証券の売買時の手数料、
資産を外国で保管する場合の費用等（それらにかか
る消費税等相当額を含みます。）が信託財産から支
払われます。

三井住友・ＤＣつみたてＮＩＳＡ・日本株インデックスファンド

投資信託協会分類：追加型投信／国内／株式／インデックス型

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「三井住友・ＤＣつみたてＮＩＳＡ・日本株インデックスファンド｣の募集については、
委託会社は、金融商品取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しており
ます。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明
するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資
産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているもの
ではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

国内株式インデックス・マザーファンド（Ｂ号）への投
資を通じて、主としてＴＯＰＩＸ（東証株価指数）に採用
されている銘柄の株式に投資を行い、ＴＯＰＩＸ（東証
株価指数、配当込み）の動きに連動する投資成果を
目指して運用を行います。

年１回（原則として11月30日。休業日の場合は翌営
業日）決算を行い、分配金額を決定します。
分配金は、自動的に再投資されます。

取引所等における取引の停止、決済機能の停止、そ
の他やむを得ない事情があるときは、ファンドの取得
申込・解約請求を中止等する場合があります。
また、確定拠出年金制度上、取得申込・解約請求が
できない場合がありますので運営管理機関にお問い
合わせください。

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等に
より、下落する場合があります。したがって、購入者の
みなさまの投資元本が保証されているものではなく、
基準価額の下落により、損失を被ることがあります。ま
た、運用により信託財産に生じた損益はすべて購入
者のみなさまに帰属します。

確定拠出年金向け説明資料
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運営管理機関：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

20.セーフティーネットの有無 ④ 指数の動きと連動しない要因

21.持分の計算方法
解約価額×保有口数

⑤ ファミリーファンド方式にかかる留意点

22.委託会社

23.受託会社 ⑥ 解約制限等に関する留意点

24.基準価額の主な変動要因等
① 株式市場リスク

② 信用リスク

③ 市場流動性リスク

三井住友・ＤＣつみたてＮＩＳＡ・日本株インデックスファンド

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「三井住友・ＤＣつみたてＮＩＳＡ・日本株インデックスファンド｣の募集については、
委託会社は、金融商品取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しており
ます。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明
するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資
産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているもの
ではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

投資信託協会分類：追加型投信／国内／株式／インデックス型

本商品は元本確保型の商品ではありません

三井住友ＤＳアセットマネジメント株式会社
（信託財産の運用指図等を行います。）

三井住友信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理等を行います。）

ファンドの資金流出入に伴い、有価証券等を大量に売買
しなければならない場合、あるいは市場を取り巻く外部環
境に急激な変化があり、市場規模の縮小や市場の混乱
が生じた場合等には、必要な取引ができなかったり、通
常よりも不利な価格での取引を余儀なくされることがあり
ます。これらはファンドの基準価額が下落する要因となり
ます。

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保
険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象で
はありません。

注：解約価額が10,000口当たりで表示されている場合は10,000で除
してください。

再信託受託会社：株式会社日本カストディ銀行

当ファンドは「ファミリーファンド方式」により運用するた
め、当ファンドと同じマザーファンドを投資対象とする他
のベビーファンドに追加設定・一部解約により資金の流
出入が生じた場合、その結果として、当該マザーファン
ドにおいても組入有価証券の売買等が生じ、当ファンド
の基準価額に影響を及ぼすことがあります。

投資資産の市場流動性が低下することにより投資資産
の取引等が困難となった場合は、ファンドの解約申込み
の受付けを中止すること、および既に受け付けた解約申
込みを取り消すことがあります。

内外の政治、経済、社会情勢等の影響により株式相場が
下落した場合、ファンドの基準価額が下落する要因となり
ます。また、個々の株式の価格はその発行企業の事業活
動や財務状況、これらに対する外部的評価の変化等に
よって変動し、ファンドの基準価額が下落する要因となり
ます。特に、企業が倒産や大幅な業績悪化に陥った場
合、当該企業の株式の価値が大きく下落し、基準価額が
大きく下落する要因となります。

ファンドが投資している有価証券や金融商品に債務不履
行が発生あるいは懸念される場合に、当該有価証券や
金融商品の価格が下がったり、投資資金を回収できなく
なったりすることがあります。これらはファンドの基準価額
が下落する要因となります。

ファンドは、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込み）の動き
に連動する投資成果を目指して運用を行います。ただ
し、有価証券売買時のコストおよび信託報酬その他の
ファンド運営にかかる費用、追加設定・解約に伴う組入
有価証券の売買のタイミング差、インデックス構成銘柄と
組入有価証券との誤差の影響、株価指数先物とイン
デックスとの動きの不一致等から、上記インデックスの動
きに連動しないことがあります。

確定拠出年金向け説明資料
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Ver.1.5

2.主要投資対象

3.主な投資制限
・株式(新株引受権証券および新株予約権証券を含みま
す。）への実質投資割合には、制限を設けません。
・投資信託証券（マザーファンドの受益証券を除きます。）
への実質投資割合は、信託財産の総額の5%以下としま
す。
・外貨建資産への実質投資割合は、信託財産の総額の
50％以下とします。

信託財産に関する以下の費用およびそれに付随する消
費税等相当額は、受益者の負担とし、信託財産から支払
います。
① 組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数
料および先物・オプション取引などに要する費用。
② 信託財産の財務諸表の監査に要する費用（日々、計
上されます。）。
③ 信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸
費用、外貨建資産の保管などに要する費用、解約に伴な
う支払資金の手当てなどを目的とした借入金の利息およ
び受託会社の立て替えた立替金の利息。

＊監査費用、売買委託手数料などは、保有期間や運用
の状況などに応じて異なり、あらかじめ見積もることができ
ないため、表示することができません。

・主として、「Ｊグロース マザーファンド」受益証券に投資を
行ない、信託財産の成長をめざします。
・マザーファンド受益証券の組入比率は高位を保つことを
原則とします。ただし、資金動向などによっては組入比率
を引き下げることもあります。
・また、市況動向によっては有価証券などへの直接投資
を行なうこともあります。
・株式以外の資産への実質投資割合（マザーファンドの
信託財産に属する株式以外の資産のうち、この投資信託
の信託財産に属するとみなした割合を含みます。）は、原
則として、信託財産の総額の50％以下とします。
・ただし、市況動向に急激な変化が生じたとき、ならびに
残存信託期間、残存元本が運用に支障をきたす水準と
なったときなどやむを得ない事情が発生した場合には、上
記のような運用ができない場合があります。

＜マザーファンドの投資方針＞
・株式への投資は原則として、株主還元が期待できる企
業、株主資本の成長率が高い企業などの株式に投資を
行ない、売買益の獲得をめざします。
・株式以外の資産への投資割合は、原則として、信託財
産の総額の50％以下とします。
・ただし、市況動向に急激な変化が生じたとき、ならびに
残存信託期間、残存元本が運用に支障をきたす水準と
なったときなどやむを得ない事情が発生した場合には、上
記のような運用ができない場合があります。

委託者は、信託期間中において、受託者と合意の上、こ
の信託契約を解約し、信託を終了させることができます。

毎年6月25日（休業日の場合は翌営業日）

1.投資方針 4.ベンチマーク

1円以上1円単位

11.お申込単位

10.信託報酬以外のコスト

2001年10月31日

「Ｊグロース マザーファンド」受益証券
（マザーファンドは、わが国の金融商品取引所上場株式
（これに準ずるものを含みます。）を主要投資対象としま
す。）

9.信託報酬
純資産総額に対して年0.902％（税抜0.82％）
内訳：委託会社0.42％、受託会社0.10％、販売会社
0.30％
※内訳の率は税抜です。別途消費税がかかります。

7.償還条項

8.決算日

確定拠出年金向け説明資料

本商品は元本確保型の商品ではありません

無期限

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る
情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式
など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成
果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

5.信託設定日

6.信託期間

ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）配当込み

年金積立 Ｊグロース
（愛称：ＤＣ Ｊグロース）

投資信託協会分類：追加型投信／国内／株式
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三井住友信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理・計算などを行ないます。）
再信託受託会社：株式会社日本カストディ銀行

24.基準価額の主な変動要因等
1．価格変動リスク
一般に株式の価格は、会社の成長性や収益性の企業情
報および当該情報の変化に影響を受けて変動します。ま
た、国内および海外の経済・政治情勢などの影響を受け
て変動します。ファンドにおいては、株式の価格変動また
は流動性の予想外の変動があった場合、重大な損失が
生じるリスクがあります。

2．流動性リスク
市場規模や取引量が少ない状況においては、有価証券
の取得、売却時の売買価格は取引量の大きさに影響を
受け、市場実勢から期待できる価格どおりに取引できな
いリスク、評価価格どおりに売却できないリスク、あるい
は、価格の高低に関わらず取引量が限られてしまうリスク
があり、その結果、不測の損失を被るリスクがあります。

3．信用リスク
・一般に投資した企業の経営などに直接・間接を問わず
重大な危機が生じた場合には、ファンドにも重大な損失
が生じるリスクがあります。デフォルト（債務不履行）や企
業倒産の懸念から、発行体の株式などの価格は大きく下
落（価格がゼロになることもあります。）し、ファンドの基準
価額が値下がりする要因となります。また、金融商品取引
所が定める一定の基準に該当した場合、上場が廃止され
る可能性があり、廃止される恐れが生じた場合や廃止とな
る場合も発行体の株式などの価格は下がり、ファンドにお
いて重大な損失が生じるリスクがあります。
・ファンドの資金をコール・ローン、譲渡性預金証書などの
短期金融資産で運用することがありますが、買付け相手
先の債務不履行により損失が発生することがあります。こ
の場合、基準価額が下落する要因となります。

4．為替変動リスク
外貨建資産については、一般に外国為替相場が当該資
産の通貨に対して円高になった場合には、ファンドの基
準価額が値下がりする要因となります。

13.お申込手数料

ご購入約定日の基準価額

14.ご解約価額

15.信託財産留保額

金融商品取引所における取引の停止その他やむを得な
い事情があるときは、委託者の判断でファンドの受益権の
取得申込・解約請求を中止等する場合があります。また、
確定拠出年金制度上、取得申込・解約請求ができない場
合がありますので運営管理機関にお問い合わせくださ
い。

ご売却約定日の基準価額

確定拠出年金向け説明資料

12.お申込価額

23.受託会社

22.委託会社

確定拠出年金制度上は運用益は非課税となります。

18.課税関係

19.損失の可能性

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保険・
貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありま
せん。

20.セーフティーネットの有無

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等により、
下落する場合があります。したがって、購入者のみなさま
の投資元本が保証されているものではなく、基準価額の
下落により、損失を被ることがあります。また、運用により
信託財産に生じた損益はすべて購入者のみなさまに帰
属します。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る
情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式
など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成
果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

ありません。

17.お申込不可日等

日興アセットマネジメント株式会社
（信託財産の運用指図などを行ないます。）

解約価額×保有口数
注：解約価額が10,000口当たりで表示されている場合は
10,000で除して下さい。

年金積立 Ｊグロース
（愛称：ＤＣ Ｊグロース）

投資信託協会分類：追加型投信／国内／株式

本商品は元本確保型の商品ではありません

16.収益分配

ありません。

21.持分の計算方法

年１回の決算時（原則として6月25日）に収益分配方針に
基づき収益分配を行ないます。分配金は、自動的に再投
資されます。
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運営管理機関：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

1.投資方針 9.信託報酬

① 純資産総額に対して年率1.045％(税抜0.95％)
内訳：委託会社  年率0.52％ （税抜）

　　    販売会社  年率0.38％ （税抜）

　　    受託会社  年率0.05％ （税抜）

➁

10.信託報酬以外のコスト

③

2.主要投資対象

11.お申込単位
1円以上1円単位

3.主な投資制限 12.お申込価額

① ご購入約定日の基準価額

➁

③ 13.お申込手数料

ありません。

14.ご解約価額

4.ベンチマーク

15.信託財産留保額

5.信託設定日 ありません。

2006年10月23日

16.収益分配

6.信託期間

無期限

7.償還条項

17.お申込不可日等

8.決算日

Ver2.0

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「大和住銀DC国内株式ファンド｣の募集については、委託会社は、金融商品取
引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定
拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたも
のであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には
為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。また、
資金動向、市場動向等によっては投資方針通りの運用ができない場合があります。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

委託会社は、信託契約の一部を解約することにより、信託
財産の受益権の残存口数が、5億口を下回ることとなった
場合等には、受託会社と合意のうえ、あらかじめ監督官庁
に届け出ることにより、この信託契約を解約し、信託を終了
させることができます。

毎年1月27日（但し休業日の場合は翌営業日）

年金日本株式マザーファンド受益証券

（マザーファンドは、わが国の株式を主要投資対象とします。）

大和住銀DC国内株式ファンド
投資信託協会分類：追加型投信/国内/株式

本商品は元本確保型の商品ではありません

年金日本株式マザーファンドへの投資を通じて、わが国の
株式を主要投資対象とし、ファンダメンタル価値比割安性
（バリュー）を重視し、収益性・成長性を勘案したアクティブ
運用により、信託財産の長期的な成長を目指します。

組織運用による銘柄選定、業種別・規模別配分等を行いま
す。

ＴＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込み）をベンチマークとし、
中長期的にベンチマークを上回る投資成果を目指します。

組み入れ有価証券の売買の際の売買委託手数料等、信
託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸経費
（監査費用等）および受託者の立替えた立替金の利息等
は、購入者の負担とし、信託財産中から支弁します。

株式への実質投資割合には制限を設けません。

外貨建資産への投資は行いません。

デリバティブ取引は、価格変動リスクを回避する目的ならび
に投資対象資産を保有した場合と同様の損益を実現する
目的以外には利用しません。

ＴＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込み）

ご売却約定日の基準価額

年1回の決算時（原則として1月27日）に収益分配方針に基
づき収益分配を行います。分配金は、自動的に再投資され
ます。

取引所における取引の停止その他やむを得ない事情があ
るときは、委託会社の判断でファンドの受益権の取得申込・
解約請求を中止等する場合があります。また、確定拠出年
金制度上、取得申込・解約請求ができない場合があります
ので運営管理機関にお問い合わせください。

確定拠出年金向け説明資料
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運営管理機関：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

18.課税関係 ② 信用リスク

19.損失の可能性

③ 流動性リスク

20.セーフティーネットの有無

④ ベンチマークに関する留意点

21.持分の計算方法

解約価額×保有口数

22.委託会社
⑤ ファミリーファンド方式にかかる留意点

23.受託会社

⑥ 換金制限等に関する留意点

24.基準価額の主な変動要因等
① 株式市場リスク

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「大和住銀DC国内株式ファンド｣の募集については、委託会社は、金融商品取
引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定
拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたも
のであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には
為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。また、
資金動向、市場動向等によっては投資方針通りの運用ができない場合があります。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手
当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市
場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性
が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリ
スク、取引量が限られてしまうリスクがあります。
これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性、
換金申込みの受付けが中止となる可能性、既に受け付け
た換金申込みが取り消しとなる可能性、換金代金のお支
払いが遅延する可能性等があります。

ファンドが投資している有価証券や金融商品において債
務不履行が発生あるいは懸念される場合、またはその発
行体が経営不安や倒産等に陥った場合には、当該有価
証券や金融商品の価格が下がったり、投資資金を回収で
きなくなったりすることがあります。これらはファンドの基準
価額が下落する要因となります。

有価証券等を大量に売買しなければならない場合、あるい
は市場を取り巻く外部環境に急激な変化があり、市場規模
の縮小や市場の混乱が生じた場合等に、十分な数量の売
買ができなかったり、通常よりも不利な価格での取引を余
儀なくされることがあります。これらはファンドの基準価額が
下落する要因となります。

当ファンドは、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込み）をベン
チマークとします。当ファンドの投資成果は、ベンチマーク
を上回る場合がある一方で下回る場合もあります。した
がって、当ファンドはベンチマークに対して一定の成果を
あげることを保証するものではありません。

当ファンドは「ファミリーファンド方式」により運用するため、
当ファンドと同じマザーファンドを投資対象とする他のベ
ビーファンドに追加設定・一部解約により資金の流出入が
生じた場合、その結果として、当該マザーファンドにおいて
も組入有価証券の売買等が生じ、当ファンドの基準価額に
影響を及ぼすことがあります。

内外の経済動向や株式市場での需給動向等の影響により
株式相場が下落した場合、ファンドの基準価額が下落する
要因となります。また、個々の株式の価格はその発行企業の
事業活動や財務状況等によって変動し、株価が下落した場
合はファンドの基準価額が下落する要因となります。

投資信託協会分類：追加型投信/国内/株式

大和住銀DC国内株式ファンド

本商品は元本確保型の商品ではありません

確定拠出年金制度上、運用益は非課税となります。

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等により、下
落する場合があります。したがって、購入者のみなさまの投
資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落によ
り、損失を被ることがあります。また、運用により信託財産に
生じた損益はすべて購入者のみなさまに帰属します。

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保険・貯
金保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありませ
ん。

注：解約価額が１００００口あたりで表示されている場合は
１００００で除してください。

三井住友ＤＳアセットマネジメント株式会社

（信託財産の運用指図、受益権の発行等を行います。）

（信託財産の保管・管理を行います。）

再信託受託会社：株式会社日本カストディ銀行

三井住友信託銀行株式会社

確定拠出年金向け説明資料
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運営管理機関：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

1.投資方針 8.決算日
① 毎年6月20日（休業日の場合は翌営業日）

9.信託報酬

②

10.信託報酬以外のコスト

③

11.お申込単位
2.主要投資対象 １円以上１円単位

12.お申込価額
ご購入約定日の基準価額

3.主な投資制限
① 13.お申込手数料

ありません。

14.ご解約価額
② ご売却約定日の基準価額

15.信託財産留保額
4.ベンチマーク ありません。

ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）

16.収益分配
5.信託設定日

2002年1月4日

6.信託期間
無期限 17.お申込不可日等

7.償還条項

Ver.2.5

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「三井住友・日本債券インデックス・ファンド｣の募集については、委託会社は、
金融商品取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当
資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するため
に作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投
資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではあ
りません。また、資金動向、市場動向等によっては投資方針通りの運用ができない場合があります。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属
します。

三井住友・日本債券インデックス・ファンド

本商品は元本確保型の商品ではありません

投資信託協会分類：追加型投信／国内／債券／インデックス型

ファンドの監査費用や有価証券の売買時の手数料、
資産を外国で保管する場合の費用等（それらにかか
る消費税等相当額を含みます。）が信託財産から支
払われます。

純資産総額に対して年0.176%（税抜き0.16%）
内訳：委託会社 年0.06%（税抜き）
        販売会社 年0.07%（税抜き）
        受託会社 年0.03%（税抜き）

取引所等における取引の停止、決済機能の停止、そ
の他やむを得ない事情があるときは、ファンドの取得
申込・解約請求を中止等する場合があります。
また、確定拠出年金制度上、取得申込・解約請求が
できない場合がありますので運営管理機関にお問い
合わせください。

国内債券（ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ）マザーファンド（以下
「マザーファンド」といいます。）を組み入れることによ
り、実質的に日本の公社債に投資し、信託財産の中
長期的な成長を図ることを目指して運用を行います。

マザーファンドを主要投資対象とし、ＮＯＭＵＲＡ－Ｂ
ＰＩ（総合）の動きに連動する投資成果を目指して運
用を行います。
■公社債その他の有価証券または金融商品に直接
　 投資を行う場合があります。

マザーファンドの組入比率は、原則として高位を保ち
ます。
ただし、解約・償還への対応などの事情により変更す
ることもあります。

年１回（原則として6月20日。休業日の場合は翌営業
日）決算を行い、分配金額を決定します。
分配金は、自動的に再投資されます。

国内債券（ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ）マザーファンド

株式への投資は、転換社債の転換および転換社債
型新株予約権付社債の新株予約権の行使による取
得に限り、信託財産の純資産総額の10％以下としま
す。

外貨建資産への投資は行いません。

委託会社は、受益者にとって有利であると認めると
き、その他やむを得ない事情が発生したときは、あら
かじめ受益者に書面により通知する等の所定の手続
きを経て、繰上償還させることがあります。

確定拠出年金向け説明資料
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運営管理機関：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

18.課税関係
確定拠出年金制度上、運用益は非課税となります。 ③ 流動性リスク

19.損失の可能性

④ 対象インデックスの動きと連動しない要因

20.セーフティーネットの有無

21.持分の計算方法
解約価額×保有口数

⑤ ファミリーファンド方式にかかる留意点

22.委託会社

23.受託会社

⑥ 換金制限等に関する留意点

24.基準価額の主な変動要因等
① 債券市場リスク

② 信用リスク

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「三井住友・日本債券インデックス・ファンド｣の募集については、委託会社は、金
融商品取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料
は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成さ
れたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合
には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。ま
た、資金動向、市場動向等によっては投資方針通りの運用ができない場合があります。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

一般に債券は内外の経済情勢等の影響による金利の変
動を受けて価格が変動します。通常、金利が上昇すると債
券価格は下落します。また、格付けが引き下げられる場合
も債券価格が下落するおそれがあります。債券価格の下
落はファンドの基準価額が下落する要因となります。なお、
価格の変動幅は、債券の種類、格付け、残存期間、利払
いのしくみの違い等により、債券ごとに異なります。

三井住友・日本債券インデックス・ファンド

投資信託協会分類：追加型投信／国内／債券／インデックス型

本商品は元本確保型の商品ではありません

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等によ
り、下落する場合があります。したがって、購入者のみな
さまの投資元本が保証されているものではなく、基準価
額の下落により、損失を被ることがあります。また、運用
により信託財産に生じた損益はすべて購入者のみなさ
まに帰属します。

有価証券等を大量に売買しなければならない場合、あ
るいは市場を取り巻く外部環境に急激な変化があり、市
場規模の縮小や市場の混乱が生じた場合等に、十分
な数量の売買ができなかったり、通常よりも不利な価格
での取引を余儀なくされることがあります。これらはファ
ンドの基準価額が下落する要因となります。

ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を
手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場にお
いて市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資
産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で
取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあり
ます。
これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能
性、換金申込みの受付けが中止となる可能性、既に受
け付けた換金申込みが取り消しとなる可能性、換金代
金のお支払いが遅延する可能性等があります。

当ファンドは「ファミリーファンド方式」により運用するた
め、当ファンドと同じマザーファンドを投資対象とする他
のベビーファンドに追加設定・一部解約により資金の流
出入が生じた場合、その結果として、当該マザーファン
ドにおいても組入有価証券の売買等が生じ、当ファンド
の基準価額に影響を及ぼすことがあります。

ファンドは、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）の動きに連動す
る投資成果を目指して運用を行いますが、以下の要因
等により、対象インデックスの動きに連動しないことがあ
ります。
・ 有価証券売買時のコスト、信託報酬やその他の
   ファンド運営にかかる費用を負担すること
・ 追加設定・一部解約により組入有価証券の売買
   のタイミング差が生じること
・ インデックス構成銘柄と組入有価証券との誤差
   が影響すること

再信託受託会社：株式会社日本カストディ銀行

三井住友信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理等を行います。）

三井住友ＤＳアセットマネジメント株式会社
（信託財産の運用指図等を行います。）

注：解約価額が10,000口当たりで表示されている場合は10,000で除
してください。

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保険・
貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではあり
ません。

ファンドが投資している有価証券や金融商品において債
務不履行が発生あるいは懸念される場合、またはその発
行体が経営不安や倒産等に陥った場合には、当該有価証
券や金融商品の価格が下がったり、投資資金を回収でき
なくなったりすることがあります。これらはファンドの基準価
額が下落する要因となります。

確定拠出年金向け説明資料
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運営管理機関：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

1.投資方針 6.信託期間
① 無期限

7.償還条項

②

8.決算日
毎年11月30日（休業日の場合は翌営業日）

③

9.信託報酬

④

＜各マザーファンドの投資方針等＞
外国株式インデックス・マザーファンド 10.信託報酬以外のコスト

エマージング株式インデックス・マザーファンド

11.お申込単位
１円以上１円単位

12.お申込価額
ご購入約定日の基準価額

13.お申込手数料
2.主要投資対象 ありません。

14.ご解約価額
ご売却約定日の基準価額

3.主な投資制限
① 15.信託財産留保額
② ありません。

16.収益分配
4.ベンチマーク

5.信託設定日
2011年4月18日

Ver.1.6

各マザーファンドへの投資割合は、原則としてそれぞ
れのマザーファンドが連動の目標とする株価指数（イ
ンデックス）の時価総額の比率とします。

外貨建資産については、原則として対円での為替
ヘッジを行いません。

本商品は元本確保型の商品ではありません

投資信託協会分類：追加型投信／海外／株式／インデックス型

主として日本を除く世界各国の株式に投資し、ＭＳＣＩ
コクサイインデックス（配当込み、円ベース）の動きに
連動する投資成果を目指して運用を行います。

外国株式インデックス・マザーファンドおよびエマー
ジング株式インデックス・マザーファンドへの投資を通
じて、ＭＳＣＩオール・カントリー・ワールド・インデックス
（除く日本、配当込み、円ベース）の動きに連動する
投資成果を目指して運用を行います。

主として日本を除く先進国の株式、新興国の株式（預
託証書（ＤＲ）、株式の値動きに連動する有価証券を
含みます。）、新興国の株式指数を対象とした先物取
引および新興国の株式等を主要投資対象とする上
場投資信託証券に投資します。

委託会社は、受益者にとって有利であると認めると
き、その他やむを得ない事情が発生したときは、あら
かじめ受益者に書面により通知する等の所定の手続
きを経て、繰上償還させることがあります。

純資産総額に対して年0.275%（税抜き0.25%）
内訳：委託会社 年0.11%（税抜き）
        販売会社 年0.1%（税抜き）
        受託会社 年0.04%（税抜き）

ファンドの監査費用や有価証券の売買時の手数料、
資産を外国で保管する場合の費用等（それらにかか
る消費税等相当額を含みます。）が信託財産から支
払われます。

三井住友・ＤＣつみたてＮＩＳＡ・全海外株インデックスファンド

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「三井住友・ＤＣつみたてＮＩＳＡ・全海外株インデックスファンド｣の募集について
は、委託会社は、金融商品取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生してお
ります。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明
するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資
産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているもので
はありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

外国株式インデックス・マザーファンド

年１回（原則として11月30日。休業日の場合は翌営
業日）決算を行い、分配金額を決定します。
分配金は、自動的に再投資されます。

主として新興国の株式（預託証書（ＤＲ）、株式の値動
きに連動する有価証券を含みます。）、新興国の株式
指数を対象とした先物取引および新興国の株式等を
主要投資対象とする上場投資信託証券に投資し、Ｍ
ＳＣＩエマージング・マーケット・インデックス（配当込
み、円ベース）の動きに連動する投資成果を目指して
運用を行います。

エマージング株式インデックス・マザーファンド

株式への実質投資割合には、制限を設けません。
外貨建資産への実質投資割合には、制限を設けま
せん。

MSCIオール・カントリー・ワールド・インデックス（除く
日本、配当込み、円ベース）

確定拠出年金向け説明資料
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運営管理機関：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

17.お申込不可日等 24.基準価額の主な変動要因等
① ① 株式市場リスク

②

② 信用リスク
18.課税関係

確定拠出年金制度上、運用益は非課税となります。

19.損失の可能性

③ 為替変動リスク

20.セーフティーネットの有無

④ カントリーリスク

21.持分の計算方法
解約価額×保有口数

22.委託会社 ⑤ 市場流動性リスク

23.受託会社

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等によ
り、下落する場合があります。したがって、購入者のみ
なさまの投資元本が保証されているものではなく、基
準価額の下落により、損失を被ることがあります。ま
た、運用により信託財産に生じた損益はすべて購入
者のみなさまに帰属します。

本商品は元本確保型の商品ではありません

三井住友・ＤＣつみたてＮＩＳＡ・全海外株インデックスファンド

投資信託協会分類：追加型投信／海外／株式／インデックス型

取引所等における取引の停止、決済機能の停止、そ
の他やむを得ない事情があるときは、ファンドの取得
申込・解約請求を中止等する場合があります。
また、確定拠出年金制度上、取得申込・解約請求が
できない場合がありますので運営管理機関にお問い
合わせください。

再信託受託会社：株式会社日本カストディ銀行

注：解約価額が10,000口当たりで表示されている場合は10,000で除
してください。

三井住友ＤＳアセットマネジメント株式会社
（信託財産の運用指図等を行います。）

三井住友信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理等を行います。）

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保
険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象で
はありません。

内外の政治、経済、社会情勢等の影響により株式相場
が下落した場合、ファンドの基準価額が下落する要因と
なります。また、個々の株式の価格はその発行企業の事
業活動や財務状況、これらに対する外部的評価の変化
等によって変動し、ファンドの基準価額が下落する要因と
なります。特に、企業が倒産や大幅な業績悪化に陥った
場合、当該企業の株式の価値が大きく下落し、基準価額
が大きく下落する要因となります。

ファンドが投資している有価証券や金融商品に債務不履
行が発生あるいは懸念される場合に、当該有価証券や
金融商品の価格が下がったり、投資資金を回収できなく
なったりすることがあります。これらはファンドの基準価額
が下落する要因となります。

外貨建資産への投資は、円建資産に投資する場合の通
常のリスクのほかに、為替変動による影響を受けます。
ファンドが保有する外貨建資産の価格が現地通貨ベー
スで上昇する場合であっても、当該現地通貨が対円で下
落（円高）する場合、円ベースでの評価額は下落すること
があります。為替の変動（円高）は、ファンドの基準価額
が下落する要因となります。

海外に投資を行う場合には、投資する有価証券の発行
者に起因するリスクのほか、投資先の国の政治・経済・社
会状況の不安定化や混乱などによって投資した資金の
回収が困難になることや、その影響により投資する有価
証券の価格が大きく変動することがあり、基準価額が下
落する要因となります。

ファンドの資金流出入に伴い、有価証券等を大量に売買
しなければならない場合、あるいは市場を取り巻く外部環
境に急激な変化があり、市場規模の縮小や市場の混乱
が生じた場合等には、必要な取引ができなかったり、通
常よりも不利な価格での取引を余儀なくされることがあり
ます。これらはファンドの基準価額が下落する要因となり
ます。

ニューヨークまたはロンドンの取引所の休業日に当た
る場合には、購入、解約の申込みを受け付けません。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「三井住友・ＤＣつみたてＮＩＳＡ・全海外株インデックスファンド｣の募集については、
委託会社は、金融商品取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しておりま
す。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明する
ために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投
資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではあり
ません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

確定拠出年金向け説明資料
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運営管理機関：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

⑥ 指数の動きと連動しない要因

⑦ ファミリーファンド方式にかかる留意点

⑧ 解約制限等に関する留意点

ファンドは、ＭＳＣＩオール・カントリー・ワールド・インデック
ス（除く日本、配当込み、円ベース）の動きに連動する投
資成果を目指して運用を行います。ただし、有価証券売
買時のコストおよび信託報酬その他のファンド運営にかか
る費用、追加設定・解約に伴う組入有価証券の売買のタ
イミング差、インデックス構成銘柄と組入有価証券との誤
差の影響、株価指数先物とインデックスとの動きの不一致
等から、上記インデックスの動きに連動しないことがありま
す。

当ファンドは「ファミリーファンド方式」により運用するため、
当ファンドと同じマザーファンドを投資対象とする他のベ
ビーファンドに追加設定・一部解約により資金の流出入が
生じた場合、その結果として、当該マザーファンドにおい
ても組入有価証券の売買等が生じ、当ファンドの基準価
額に影響を及ぼすことがあります。

三井住友・ＤＣつみたてＮＩＳＡ・全海外株インデックスファンド

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「三井住友・ＤＣつみたてＮＩＳＡ・全海外株インデックスファンド｣の募集について
は、委託会社は、金融商品取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生してお
ります。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明
するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産
に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものでは
ありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

本商品は元本確保型の商品ではありません

投資信託協会分類：追加型投信／海外／株式／インデックス型

投資資産の市場流動性が低下することにより投資資産の
取引等が困難となった場合は、ファンドの解約申込みの
受付けを中止すること、および既に受け付けた解約申込
みを取り消すことがあります。

確定拠出年金向け説明資料
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Ver.2.2

13.お申込手数料

14.ご解約価額

純資産総額に対して年0.275％（税抜0.25％）
内訳：委託会社0.080％、受託会社0.025％、販売会社
0.145％
※内訳の率は税抜です。別途消費税がかかります。

信託財産に関する以下の費用・報酬およびそれに付随する
消費税等相当額は、受益者の負担とし、信託財産から支払
います。
①組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料お
よび先物・オプション取引などに要する費用。
②信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費
用、外貨建資産の保管などに要する費用、解約に伴なう支
払資金の手当てなどを目的とした借入金の利息および受託
会社の立て替えた立替金の利息。
③有価証券の貸付を行なった場合に限り、その対価としての
品貸料（マザーファンド（当該マザーファンドの約款におい
て、品貸料の一部を、同マザーファンドに投資を行なってい
る証券投資信託の報酬として収受する規定のあるものに限り
ます。）における品貸料については、他の証券投資信託が同
一のマザーファンドに投資を行なっている場合は、マザー
ファンドの純資産総額における当該各証券投資信託の時価
総額に応じて、毎日按分するものとします。）に0.55（税抜
0.5）を乗じて得た貸付有価証券関連報酬。委託会社と受託
会社の配分は４：１とし、信託報酬と同時期に支払います。
④その他諸費用として純資産総額に対し年率0.1％以内（目
論見書、信託約款の作成、印刷および交付にかかる費用な
ど）
※売買委託手数料などは、保有期間や運用の状況などに応
じて異なり、あらかじめ見積もることができないため、表示す
ることができません。

確定拠出年金向け説明資料

インデックスファンド海外新興国（エマージング）株式
（愛称 ： DC インデックス海外新興国株式）

3.主な投資制限

8.決算日

15.信託財産留保額

11.お申込単位

投資信託協会分類：追加型投信／海外／株式／インデックス型

9.信託報酬

1.投資方針

本商品は元本確保型の商品ではありません

2.主要投資対象

10.信託報酬以外のコスト

・主として、「海外新興国株式インデックスMSCI エマージング
（ヘッジなし）マザーファンド」受益証券に投資を行ない、MSCI エ
マージング・マーケット・インデックス（税引後配当込み、円ヘッジ
なし・円ベース）の動きに連動する投資成果をめざします。
・マザーファンド受益証券の組入比率は高位を保つことを原則とし
ます。なお、資金動向などによっては、株価指数先物取引などを
活用したり、マザーファンド受益証券の組入比率を引き下げたりす
ることがあります。
・ただし、市況動向に急激な変化が生じたとき、ならびに残存信託
期間、残存元本が運用に支障をきたす水準となったときなどやむ
を得ない事情が発生した場合には、上記のような運用ができない
場合があります。

＜マザーファンドの投資方針＞
・主として新興国の株式（DR（預託証券）およびカントリーファンド
などを含みます。）に投資し、MSCI エマージング・マーケット・イン
デックス（税引後配当込み、円ヘッジなし・円ベース）の動きに連
動する投資成果をめざして運用を行ないます。
・投資対象資産を保有した場合と同様の損益を実現する目的の
ため、株価指数先物取引や外国為替予約取引などを活用するこ
とがあります。このため、株式の組入総額と株価指数先物取引な
どの買建玉の時価総額の合計額および外貨建資産の組入総額と
外国為替予約取引などの買建玉の時価総額の合計額が、信託
財産の純資産総額を超えることがあります。
・ただし、市況動向に急激な変化が生じたとき、ならびに残存信託
期間、残存元本が運用に支障をきたす水準となったときなどやむ
を得ない事情が発生した場合には、上記のような運用ができない
場合があります。

毎年11月16日（休業日の場合は翌営業日）

「海外新興国株式インデックス MSCI エマージング（ヘッジな
し）マザーファンド」受益証券を主要投資対象とします。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る
情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式
など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成
果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

6.信託期間

・株式（新株引受権証券および新株予約権証券を含みます。）
への実質投資割合には、制限を設けません。
・投資信託証券(マザーファンドの受益証券を除きます。）への
実質投資は、信託財産の総額の5%以下とします。
・外貨建資産への実質投資割合には、制限を設けません。

無期限

4.ベンチマーク

ご売却約定日の基準価額

ありません。

ご購入約定日の基準価額

2008年4月1日

委託者は、信託期間中において、受託者と合意の上、この
信託契約を解約し、信託を終了させることができます。

MSCI エマージング・マーケット・インデックス（税引後配当込
み、円ヘッジなし・円ベース）

7.償還条項

5.信託設定日

ありません。

1円以上1円単位

12.お申込価額

- 14 -



金融商品取引所における取引の停止その他やむを得ない
事情があるときは、委託者の判断でファンドの受益権の取得
申込・解約請求を中止等する場合があります。また、確定拠
出年金制度上、取得申込・解約請求ができない場合がありま
すので運営管理機関にお問い合わせください。

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等により、下
落する場合があります。したがって、購入者のみなさまの投
資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落によ
り、損失を被ることがあります。また、運用により信託財産に
生じた損益はすべて購入者のみなさまに帰属します。

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保険・貯金
保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。

解約価額×保有口数
注：解約価額が10,000口当たりで表示されている場合は
10,000で除して下さい。

日興アセットマネジメント株式会社
（信託財産の運用指図などを行ないます。）

確定拠出年金向け説明資料

16.収益分配

野村信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理・計算などを行ないます。）

23.受託会社

インデックスファンド海外新興国（エマージング）株式
（愛称 ： DC インデックス海外新興国株式）

投資信託協会分類：追加型投信／海外／株式／インデックス型

20.セーフティーネットの有無

17.お申込不可日等

19.損失の可能性

22.委託会社

18.課税関係

・一般に新興国の株式は、先進国の株式に比べて市場規模や取
引量が少ないため、流動性リスクが高まる場合があります。
3．信用リスク
・一般に投資した企業の経営などに直接・間接を問わず重大な危
機が生じた場合には、ファンドにも重大な損失が生じるリスクがあり
ます。デフォルト（債務不履行）や企業倒産の懸念から、発行体の
株式などの価格は大きく下落（価格がゼロになることもあります。）
し、ファンドの基準価額が値下がりする要因となります。また、金融
商品取引所が定める一定の基準に該当した場合、上場が廃止さ
れる可能性があり、廃止される恐れが生じた場合や廃止となる場
合も発行体の株式などの価格は下がり、ファンドにおいて重大な
損失が生じるリスクがあります。
・ファンドの資金をコール・ローン、譲渡性預金証書などの短期金
融資産で運用することがありますが、買付け相手先の債務不履行
により損失が発生することがあります。この場合、基準価額が下落
する要因となります。
4．為替変動リスク
・外貨建資産については、一般に外国為替相場が当該資産の通
貨に対して円高になった場合には、ファンドの基準価額が値下が
りする要因となります。
・一般に新興国の通貨は、先進国の通貨に比べて為替変動が大
きくなる場合があります。
5．カントリー・リスク
・投資対象国における非常事態など（金融危機、財政上の理由に
よる国自体のデフォルト、重大な政策変更や資産凍結を含む規
制の導入、自然災害、クーデターや重大な政治体制の変更、戦
争など）を含む市況動向や資金動向などによっては、ファンドにお
いて重大な損失が生じるリスクがあり、投資方針に従った運用が
できない場合があります。
・一般に新興国は、情報の開示などが先進国に比べて充分でな
い、あるいは正確な情報の入手が遅延する場合があります。
・ファンドの投資対象資産が上場または取引されている諸国の税
制は各国によって異なります。また、それらの諸国における税制が
一方的に変更されたり、新たな税制が適用されたりすることもあり
ます。以上のような要因は、ファンドの信託財産の価値に影響を
与える可能性があります。

＜MSCI エマージング・マーケット・インデックス（税引後配当込
み、円ヘッジなし・円ベース）と基準価額の主なカイ離要因＞
当ファンドは、基準価額の変動率をMSCI エマージング・マーケッ
ト・インデックス（税引後配当込み、円ヘッジなし・円ベース）の変
動率に一致させることをめざしますが、次のような要因があるた
め、同指数と一致した推移をお約束できるものではありません。
・MSCI エマージング・マーケット・インデックスの採用銘柄の変更
や資本異動などによってポートフォリオの調整が行なわれる場合、
個別銘柄の売買などにあたりマーケット・インパクトを受ける可能
性があること。また、信託報酬、売買委託手数料、監査費用などの
費用をファンドが負担すること。
・分配原資となる組入銘柄の配当金受け取りと、当ファンドの分配
金支払いのタイミングや金額が完全には一致しないこと。また、配
当金にかかる税率について、実際の税率と同指数の計算上の税
率が完全には一致しないこと。
・先物取引等のデリバティブ取引を利用した場合、当該取引の値
動きとMSCI エマージング・マーケット・インデックスの採用銘柄の
一部または全部の値動きが一致しないこと。
・有価証券の貸付による品貸料が発生すること。

確定拠出年金制度上は運用益は非課税となります。

21.持分の計算方法

年1回の決算時（原則として11月16日）に収益分配方針に基
づき収益分配を行ないます。分配金は、自動的に再投資さ
れます。

本商品は元本確保型の商品ではありません

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る
情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式
など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成
果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

1．価格変動リスク
・一般に株式の価格は、会社の成長性や収益性の企業情報お
よび当該情報の変化に影響を受けて変動します。また、国内お
よび海外の経済・政治情勢などの影響を受けて変動します。
ファンドにおいては、株式の価格変動または流動性の予想外の
変動があった場合、重大な損失が生じるリスクがあります。
・一般に新興国の株式は、先進国の株式に比べて価格変動が
大きくなる傾向があり、基準価額にも大きな影響を与える場合が
あります。
2．流動性リスク
・市場規模や取引量が少ない状況においては、有価証券の取
得、売却時の売買価格は取引量の大きさに影響を受け、市場
実勢から期待できる価格どおりに取引できないリスク、評価価格
どおりに売却できないリスク、あるいは、価格の高低に関わらず
取引量が限られてしまうリスクがあり、その結果、不測の損失を
被るリスクがあります。

24.基準価額の主な変動要因等
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運営管理機関：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

1.投資方針 9.信託報酬

純資産総額に対して 年率1.782％ （税抜 1.62％）

10.信託報酬以外のコスト

2.主要投資対象

インターナショナル株式マザーファンド受益証券

3.主な投資制限 11.お申込単位
1円以上1円単位

12.お申込価額
外貨建資産への実質投資割合には、制限を設けません。

ご購入約定日の基準価額

4.ベンチマーク 13.お申込手数料

ＭＳＣＩコクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベース） ありません。

5.信託設定日 14.ご解約価額

2006年12月15日

6.信託期間

無期限

15.信託財産留保額

7.償還条項 ありません。

16.収益分配

8.決算日 17.お申込不可日等
毎年12月14日（但し休業日の場合は翌営業日）

Ver.1.9

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「大和住銀ＤＣ海外株式アクティブファンド｣の募集については、委託会社は、金
融商品取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資
料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために
作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資
する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではあり
ません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

投資信託協会分類：追加型投信/海外/株式

本商品は元本確保型の商品ではありません

        販売会社 年率0.69％ （税抜）

大和住銀ＤＣ海外株式アクティブファンド

インターナショナル株式マザーファンド受益証券への投資
を通じて、海外の株式に分散投資します。
ＭＳＣＩコクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベース）を
ベンチマークとし、中長期的にベンチマークを上回る投資
成果を目指します。マザーファンドの運用指図にかかる権
限を、ティー・ロウ・プライス・アソシエイツ・インクへ委託しま
す。実質外貨建資産については、原則として為替ヘッジは
行いません。運用は、ファミリーファンド方式で行います。

（マザーファンドは、海外の株式を主要投資対象とします。）

委託会社は、信託契約の一部を解約することにより、信託
財産の受益権の残存口数が、30億口を下回ることとなった
場合等には、受託会社と合意のうえ、あらかじめ監督官庁
に届け出ることにより、この信託契約を解約し、信託を終了
させることができます。

内訳：委託会社 年率0.87％ （税抜）

マザーファンドの投資顧問会社（ティー・ロウ・プライス・アソシエイツ・インク）
への報酬は、委託会社の報酬から支弁されます。

組み入れ有価証券の売買の際の売買委託手数料等、信
託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸経費
（監査費用等）および受託者の立替えた立替金の利息等
は、購入者の負担とし、信託財産中から支弁します。

株式への実質投資割合には、制限を設けません。

同一銘柄の株式への実質投資割合は、取得時において信
託財産の純資産総額の５％以内とします。

        受託会社 年率0.06％ （税抜）

取引所における取引の停止その他やむを得ない事情があ
るときは、委託会社の判断でファンドの受益権の取得申
込・解約請求を中止等する場合があります。また、確定拠
出年金制度上、取得申込・解約請求ができない場合があり
ますので運営管理機関にお問い合わせください。

年１回の決算時(原則として12月14日）に収益分配方針に
基づき収益分配を行います。分配金は、自動的に再投資
されます。

ご売却約定日の基準価額

確定拠出年金向け説明資料
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運営管理機関：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

18.課税関係 24.基準価額の主な変動要因等

① 株式市場リスク

19.損失の可能性

② 信用リスク

20.セーフティーネットの有無

③ 為替変動リスク

21.持分の計算方法

解約価額×保有口数

④ カントリーリスク

22.委託会社

三井住友ＤＳアセットマネジメント株式会社

⑤ 流動性リスク

23.受託会社

三井住友信託銀行株式会社

（信託財産の保管・管理を行います。）

⑥ ベンチマークに関する留意点

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「大和住銀ＤＣ海外株式アクティブファンド｣の募集については、委託会社は、金
融商品取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料
は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成
されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場
合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。
投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

外貨建資産への投資は為替変動の影響を受けます。ファ
ンドが保有する外貨建資産の価格が現地通貨ベースで上
昇する場合であっても、当該現地通貨が対円で下落する
（円高となる）場合、円ベースでの評価額が下落し、基準価
額が下落することがあります。

海外に投資を行う場合には、投資先の国の政治・経済・社
会状況の不安定化、取引規制や税制の変更等によって投
資した資金の回収が困難になることや、その影響により投
資する有価証券等の価格が大きく変動することがあり、基
準価額が下落する要因となります。

確定拠出年金制度上、運用益は非課税となります。

大和住銀ＤＣ海外株式アクティブファンド

本商品は元本確保型の商品ではありません

内外の経済動向や株式市場での需給動向等の影響により
株式相場が下落した場合、ファンドの基準価額が下落する
要因となります。また、個々の株式の価格はその発行企業
の事業活動や財務状況等によって変動し、株価が下落し
た場合はファンドの基準価額が下落する要因となります。

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等により、下
落する場合があります。したがって、購入者のみなさまの投
資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落によ
り、損失を被ることがあります。また、運用により信託財産に
生じた損益はすべて購入者のみなさまに帰属します。

投資信託協会分類：追加型投信/海外/株式

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保険・貯
金保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありませ
ん。

ファンドが投資している有価証券や金融商品において債
務不履行が発生あるいは懸念される場合、またはその発
行体が経営不安や倒産等に陥った場合には、当該有価
証券や金融商品の価格が下がったり、投資資金を回収で
きなくなったりすることがあります。これらはファンドの基準
価額が下落する要因となります。

注：解約価額が１００００口あたりで表示されている場合は
１００００で除してください。

（信託財産の運用指図、受益権の発行等を行います。）

再信託受託会社：株式会社日本カストディ銀行

有価証券等を大量に売買しなければならない場合、あるい
は市場を取り巻く外部環境に急激な変化があり、市場規模
の縮小や市場の混乱が生じた場合等に、十分な数量の売
買ができなかったり、通常よりも不利な価格での取引を余
儀なくされることがあります。これらはファンドの基準価額が
下落する要因となります。

当ファンドは、ＭＳＣＩコクサイ・インデックス（配当込み、円
換算ベース）をベンチマークとします。当ファンドの投資成
果は、ベンチマークを上回る場合がある一方で下回る場合
もあります。したがって、当ファンドはベンチマークに対して
一定の成果をあげることを保証するものではありません。

確定拠出年金向け説明資料
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運営管理機関：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

⑦ ファミリーファンド方式にかかる留意点

⑧ 換金制限等に関する留意点

当ファンドは「ファミリーファンド方式」により運用するため、
当ファンドと同じマザーファンドを投資対象とする他のベ
ビーファンドに追加設定・一部解約により資金の流出入が
生じた場合、その結果として、当該マザーファンドにおいて
も組入有価証券の売買等が生じ、当ファンドの基準価額に
影響を及ぼすことがあります。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「大和住銀ＤＣ海外株式アクティブファンド｣の募集については、委託会社は、
金融商品取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当
資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するため
に作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投
資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものでは
ありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当
てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場
環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が
低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリス
ク、取引量が限られてしまうリスクがあります。
これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性、
換金申込みの受付けが中止となる可能性、既に受け付け
た換金申込みが取り消しとなる可能性、換金代金のお支払
いが遅延する可能性等があります。

大和住銀ＤＣ海外株式アクティブファンド
投資信託協会分類：追加型投信/海外/株式

本商品は元本確保型の商品ではありません

確定拠出年金向け説明資料
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運営管理機関：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

1.投資方針 7.償還条項
①

8.決算日
毎年3月31日（休業日の場合は翌営業日）

9.信託報酬

②

③ 10.信託報酬以外のコスト

④

11.お申込単位
１円以上１円単位

2.主要投資対象 12.お申込価額
ご購入約定日の基準価額

3.主な投資制限 13.お申込手数料
① ありません。

14.ご解約価額
ご売却約定日の基準価額

②

15.信託財産留保額
ありません。

4.ベンチマーク
16.収益分配

5.信託設定日
2002年4月1日

6.信託期間
無期限

Ver.1.7

ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベー
ス）

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「三井住友・ＤＣ外国債券インデックスファンド｣の募集については、委託会社
は、金融商品取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■
当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するた
めに作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に
投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているもので
はありません。また、資金動向、市場動向等によっては投資方針通りの運用ができない場合があります。投資信託の運用による損益は、購入者に
帰属します。

純資産総額に対して年0.231%（税抜き0.21%）
内訳：委託会社 年0.08%（税抜き）
        販売会社 年0.1%（税抜き）
        受託会社 年0.03%（税抜き）

ファンドの監査費用や有価証券の売買時の手数料、
資産を外国で保管する場合の費用等（それらにかか
る消費税等相当額を含みます。）が信託財産から支
払われます。

パッシブ外国債券マザーファンド

株式への実質投資割合は、転換社債の転換および
転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使
による取得に限り、信託財産の純資産総額の10%以
下とします。

外貨建資産への実質投資割合には、制限を設けま
せん。

年１回（原則として3月31日。休業日の場合は翌営業
日）決算を行い、分配金額を決定します。
分配金は、自動的に再投資されます。

本商品は元本確保型の商品ではありません

投資信託協会分類：追加型投信／海外／債券／インデックス型

三井住友・ＤＣ外国債券インデックスファンド

委託会社は、受益者にとって有利であると認めると
き、残存口数が30億口を下回ることとなったとき、その
他やむを得ない事情が発生したときは、あらかじめ受
益者に書面により通知する等の所定の手続きを経
て、繰上償還させることがあります。

主として「パッシブ外国債券マザーファンド」への投資
を通じて、外国の公社債への分散投資を行い、ＦＴＳ
Ｅ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）の
動きに連動する投資成果を目標として運用を行いま
す。
■ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円換算
　ベース）をベンチマークとします。
■ポートフォリオの見直しは、原則としてベンチマーク
　構成の変更やファンドの追加設定・解約時などの場
　合に行い、各国の市場動向に対する感応度がベン
　チマークに近付くように調整を行います。

運用効率向上のため、ファミリーファンド方式を採用
し、実質的な運用は「パッシブ外国債券マザーファン
ド」を通じて行います。

外貨建資産に対する対円での為替ヘッジは、原則と
して行いません。ただし、市況動向等により弾力的、
機動的に対円での為替ヘッジを行う場合があります。

対象インデックス（ベンチマーク）との連動性を維持す
るため、債券先物取引等を利用することがあります。
■公社債と債券先物取引等の実質投資比率の合計
　が、純資産総額を超えることがあります。

確定拠出年金向け説明資料
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運営管理機関：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

17.お申込不可日等 24.基準価額の主な変動要因等
① ① 債券市場リスク

②

➁ 信用リスク

18.課税関係
確定拠出年金制度上、運用益は非課税となります。

19.損失の可能性

③ 為替変動リスク

20.セーフティーネットの有無

④ カントリーリスク

21.持分の計算方法
解約価額×保有口数

22.委託会社 ⑤ 流動性リスク

23.受託会社

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「三井住友・ＤＣ外国債券インデックスファンド｣の募集については、委託会社
は、金融商品取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。
■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明す
るために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建
資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されてい
るものではありません。また、資金動向、市場動向等によっては投資方針通りの運用ができない場合があります。投資信託の運用による損益
は、購入者に帰属します。

再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株式会社

一般に債券は内外の経済情勢等の影響による金利の
変動を受けて価格が変動します。通常、金利が上昇す
ると債券価格は下落します。また、格付けが引き下げら
れる場合も債券価格が下落するおそれがあります。債
券価格の下落はファンドの基準価額が下落する要因と
なります。なお、価格の変動幅は、債券の種類、格付
け、残存期間、利払いのしくみの違い等により、債券ご
とに異なります。

ファンドが投資している有価証券や金融商品において
債務不履行が発生あるいは懸念される場合、またはそ
の発行体が経営不安や倒産等に陥った場合には、当
該有価証券や金融商品の価格が下がったり、投資資
金を回収できなくなったりすることがあります。これらは
ファンドの基準価額が下落する要因となります。

外貨建資産への投資は為替変動の影響を受けます。
ファンドが保有する外貨建資産の価格が現地通貨
ベースで上昇する場合であっても、当該現地通貨が対
円で下落する（円高となる）場合、円ベースでの評価額
が下落し、基準価額が下落することがあります。

海外に投資を行う場合には、投資先の国の政治・経
済・社会状況の不安定化、取引規制や税制の変更等
によって投資した資金の回収が困難になることや、その
影響により投資する有価証券等の価格が大きく変動す
ることがあり、基準価額が下落する要因となります。

有価証券等を大量に売買しなければならない場合、あ
るいは市場を取り巻く外部環境に急激な変化があり、
市場規模の縮小や市場の混乱が生じた場合等に、十
分な数量の売買ができなかったり、通常よりも不利な価
格での取引を余儀なくされることがあります。これらは
ファンドの基準価額が下落する要因となります。

ニューヨーク、ロンドンの取引所または銀行の休業
日のいずれかに当たる場合には、購入、換金の申
込みを受け付けません。

取引所等における取引の停止、決済機能の停止、
その他やむを得ない事情があるときは、ファンドの取
得申込・解約請求を中止等する場合があります。
また、確定拠出年金制度上、取得申込・解約請求が
できない場合がありますので運営管理機関にお問
い合わせください。

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保
険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象
ではありません。

注：解約価額が10,000口当たりで表示されている場合は10,000
で除してください。

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理等を行います。）

三井住友ＤＳアセットマネジメント株式会社
（信託財産の運用指図等を行います。）

三井住友・ＤＣ外国債券インデックスファンド

投資信託協会分類：追加型投信／海外／債券／インデックス型

本商品は元本確保型の商品ではありません

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等に
より、下落する場合があります。したがって、購入者
のみなさまの投資元本が保証されているものではな
く、基準価額の下落により、損失を被ることがありま
す。また、運用により信託財産に生じた損益はすべ
て購入者のみなさまに帰属します。

確定拠出年金向け説明資料
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運営管理機関：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

⑥ 対象インデックスの動きと連動しない要因

⑦ ファミリーファンド方式にかかる留意点

⑧ 換金制限等に関する留意点

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「三井住友・ＤＣ外国債券インデックスファンド｣の募集については、委託会社
は、金融商品取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■
当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するた
めに作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に
投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているもので
はありません。また、資金動向、市場動向等によっては投資方針通りの運用ができない場合があります。投資信託の運用による損益は、購入者に
帰属します。

投資信託協会分類：追加型投信／海外／債券／インデックス型

本商品は元本確保型の商品ではありません

三井住友・ＤＣ外国債券インデックスファンド

ファンドは、FTSE世界国債インデックス（除く日本、円
換算ベース）の動きに連動する投資成果を目指して運
用を行いますが、以下の要因等により、対象インデック
スの動きに連動しないことがあります。
・有価証券売買時のコスト、信託報酬やその他のファン
　ド運営にかかる費用を負担すること
・追加設定・一部解約により組入有価証券の売買のタ
　イミング差が生じること
・インデックス構成銘柄と組入有価証券との誤差が影
　響すること

当ファンドは「ファミリーファンド方式」により運用するた
め、当ファンドと同じマザーファンドを投資対象とする他
のベビーファンドに追加設定・一部解約により資金の流
出入が生じた場合、その結果として、当該マザーファン
ドにおいても組入有価証券の売買等が生じ、当ファン
ドの基準価額に影響を及ぼすことがあります。

ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を
手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場にお
いて市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資
産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で
取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあ
ります。
これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能
性、換金申込みの受付けが中止となる可能性、既に受
け付けた換金申込みが取り消しとなる可能性、換金代
金のお支払いが遅延する可能性等があります。

確定拠出年金向け説明資料
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Ver.2.2

13.お申込手数料
ありません。

信託財産に関する以下の費用・報酬およびそれに付随する
消費税等相当額は、受益者の負担とし、信託財産から支払い
ます。
①組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料およ
び先物・オプション取引などに要する費用。
②信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費
用、外貨建資産の保管などに要する費用、解約に伴なう支払
資金の手当てなどを目的とした借入金の利息および受託会
社の立て替えた立替金の利息。
③有価証券の貸付を行なった場合に限り、その対価としての
品貸料（マザーファンド（当該マザーファンドの約款におい
て、品貸料の一部を、同マザーファンドに投資を行なっている
証券投資信託の報酬として収受する規定のあるものに限りま
す。）における品貸料については、他の証券投資信託が同一
のマザーファンドに投資を行なっている場合は、マザーファン
ドの純資産総額における当該各証券投資信託の時価総額に
応じて、毎日按分するものとします。）に0.55（税抜0.5）を乗じ
て得た貸付有価証券関連報酬。委託会社と受託会社の配分
は４：１とし、信託報酬と同時期に支払います。
④その他諸費用として純資産総額に対し年率0.1％以内（目
論見書、信託約款の作成、印刷および交付にかかる費用な
ど）
※売買委託手数料などは、保有期間や運用の状況などに応
じて異なり、あらかじめ見積もることができないため、表示する
ことができません。

11.お申込単位
1円以上1円単位

12.お申込価額
ご購入約定日の基準価額

毎年11月16日（休業日の場合は翌営業日）

純資産総額に対して年0.275％（税抜0.25％）
内訳：委託会社0.080％、受託会社0.025％、販売会社
0.145％
※内訳の率は税抜です。別途消費税がかかります。

10.信託報酬以外のコスト

5.信託設定日

年1回の決算時（原則として11月16日）に収益分配方針に基
づき収益分配を行ないます。分配金は、自動的に再投資され
ます。

14.ご解約価額

委託者は、信託期間中において、受託者と合意の上、この信
託契約を解約し、信託を終了させることができます。

2008年4月1日

9.信託報酬

15.信託財産留保額

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情
報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など
値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保
証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

無期限

本商品は元本確保型の商品ではありません

確定拠出年金向け説明資料

インデックスファンド海外新興国（エマージング）債券（１年決算型）
（愛称 ： DC インデックス海外新興国債券）

投資信託協会分類：追加型投信／海外／債券／インデックス型

・株式（新株引受権証券および新株予約権証券を含みま
す。）への投資は、信託財産の総額の10％以下とします。
・外貨建資産への実質投資割合には、制限を設けません。

8.決算日1.投資方針

2.主要投資対象

7.償還条項

ご売却約定日の基準価額

16.収益分配

・主として、「海外新興国債券インデックス Local （ヘッジなし） マ
ザーファンド」受益証券に投資を行ない、ＪＰモルガン・ガバメント・
ボンド・インデックス・エマージング・マーケッツ グローバル・ディ
バーシファイド（円ヘッジなし・円ベース）の動きに連動する投資
成果をめざします。
・マザーファンド受益証券の組入比率は高位を保つことを原則と
します。なお、資金動向などによっては、債券先物取引などを活
用したり、マザーファンド受益証券の組入比率を引き下げたりす
ることがあります。
・ただし、市況動向に急激な変化が生じたとき、ならびに残存信
託期間、残存元本が運用に支障をきたす水準になったときなど
やむを得ない事情が発生した場合には、上記のような運用ができ
ない場合があります。

＜マザーファンドの投資方針＞
・主として、新興国の現地通貨建債券に投資し、ＪＰモルガン・ガ
バメント・ボンド・インデックス・エマージング・マーケッツ グローバ
ル・ディバーシファイド（円ヘッジなし・円ベース）の動きに連動す
る投資成果をめざして運用を行ないます。なお、新興国の現地通
貨建債券の騰落率に償還価額などが連動する債券を活用するこ
ともあります。
・投資対象資産を保有した場合と同様の損益を実現する目的の
ため、債券先物取引や外国為替予約取引などを活用することが
あります。このため、債券の組入総額と債券先物取引などの買建
玉の時価総額の合計額および外貨建資産の組入総額と外国為
替予約取引などの買建玉の時価総額の合計額が、信託財産の
純資産総額を超えることがあります。
・外貨建資産への投資にあたっては、原則として為替ヘッジを行
ないません。
・ただし、市況動向に急激な変化が生じたとき、ならびに残存信
託期間、残存元本が運用に支障をきたす水準となったときなどや
むを得ない事情が発生した場合には、上記のような運用ができな
い場合があります。

「海外新興国債券インデックスLocal（ヘッジなし）マザー
ファンド」受益証券を主要投資対象とします。

ＪＰモルガン・ガバメント・ボンド・インデックス・エマージング・マー
ケッツ　グローバル・ディバーシファイド（円ヘッジなし・円ベース）

6.信託期間
ありません。

4.ベンチマーク

3.主な投資制限
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19.損失の可能性

確定拠出年金制度上は運用益は非課税となります。

金融商品取引所における取引の停止その他やむを得ない
事情があるときは、委託者の判断でファンドの受益権の取
得申込・解約請求を中止等する場合があります。また、確
定拠出年金制度上、取得申込・解約請求ができない場合
がありますので運営管理機関にお問い合わせください。

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保険・貯
金保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありませ
ん。

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等により、
下落する場合があります。したがって、購入者のみなさまの
投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落
により、損失を被ることがあります。また、運用により信託財
産に生じた損益はすべて購入者のみなさまに帰属します。

5．カントリー・リスク
・投資対象国における非常事態など（金融危機、財政上の理由
による国自体のデフォルト、重大な政策変更や資産凍結を含む
規制の導入、自然災害、クーデターや重大な政治体制の変更、
戦争など）を含む市況動向や資金動向などによっては、ファンド
において重大な損失が生じるリスクがあり、投資方針に従った運
用ができない場合があります。
・一般に新興国は、情報の開示などが先進国に比べて充分でな
い、あるいは正確な情報の入手が遅延する場合があります。
・ファンドの投資対象資産が上場または取引されている諸国の税
制は各国によって異なります。また、それらの諸国における税制
が一方的に変更されたり、新たな税制が適用されたりすることもあ
ります。以上のような要因は、ファンドの信託財産の価値に影響を
与える可能性があります。

＜ＪＰモルガン・ガバメント・ボンド・インデックス・エマージング・
マーケッツ グローバル・ディバーシファイド（円ヘッジなし・円ベー
ス）と基準価額の主なカイ離要因＞
当ファンドは、基準価額の変動率をＪＰモルガン・ガバメント・ボンド・イン
デックス・エマージング・マーケッツ グローバル・ディバーシファイド（円ヘッ
ジなし・円ベース）の変動率に一致させることをめざしますが、次のような要
因があるため、同指数と一致した推移をお約束できるものではありません。
・ＪＰモルガン・ガバメント・ボンド・インデックス・エマージング・マーケッツ グ
ローバル・ディバーシファイド（円ヘッジなし・円ベース）の採用銘柄の変更
や構成比率の変更などによってポートフォリオの調整が行なわれる場合、
個別銘柄の売買などにあたりマーケット・インパクトを受ける可能性があるこ
と。また、信託報酬、売買委託手数料、監査費用などの費用をファンドが
負担すること。
・分配原資となる組入銘柄のクーポン受け取りと、当ファンドの分配金支払
いのタイミングや金額が完全には一致しないこと。
・先物取引等のデリバティブ取引を利用した場合、当該取引の値動きとＪＰ
モルガン・ガバメント・ボンド・インデックス・エマージング・マーケッツ グロー
バル・ディバーシファイド（円ヘッジなし・円ベース）の採用銘柄の一部また
は全部の値動きが一致しないこと。
・有価証券の貸付による品貸料が発生すること。

1．価格変動リスク
・一般に公社債は、金利変動により価格が変動するリスクがありま
す。一般に金利が上昇した場合には価格は下落し、ファンドの基
準価額が値下がりする要因となります。ただし、その価格変動幅
は、残存期間やクーポンレートなどの発行条件などにより債券ご
とに異なります。
・一般に新興国の債券は、先進国の債券に比べて価格変動が大
きくなる傾向があり、基準価額にも大きな影響を与える場合があり
ます。

24.基準価額の主な変動要因等

2．流動性リスク
・市場規模や取引量が少ない状況においては、有価証券の取
得、売却時の売買価格は取引量の大きさに影響を受け、市場実
勢から期待できる価格どおりに取引できないリスク、評価価格ど
おりに売却できないリスク、あるいは、価格の高低に関わらず取
引量が限られてしまうリスクがあり、その結果、不測の損失を被るリ
スクがあります。
・一般に新興国の債券は、先進国の債券に比べて市場規模や取
引量が少ないため、流動性リスクが高まる場合があります。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情
報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など
値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保
証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

23.受託会社

21.持分の計算方法

18.課税関係

解約価額×保有口数
注：解約価額が10,000口当たりで表示されている場合は
10,000で除して下さい。

3．信用リスク
・一般に公社債および短期金融資産の発行体にデフォルト（債務
不履行）が生じた場合またはそれが予想される場合には、公社債
および短期金融資産の価格が下落（価格がゼロになることもあり
ます。）し、ファンドの基準価額が値下がりする要因となります。ま
た、実際にデフォルトが生じた場合、投資した資金が回収できな
いリスクが高い確率で発生します。
・一般に新興国の債券は、先進国の債券に比べて利回りが高い
反面、価格変動が大きく、デフォルトが生じるリスクが高まる場合
があります。
・格付を有する債券については、当該格付の変更に伴ない価格
が下落するリスクもあります。
・ファンドの資金をコール・ローン、譲渡性預金証書などの短期金
融資産で運用することがありますが、買付け相手先の債務不履
行により損失が発生することがあります。この場合、基準価額が下
落する要因となります。

4．為替変動リスク
・外貨建資産については、一般に外国為替相場が当該資産の通
貨に対して円高になった場合には、ファンドの基準価額が値下が
りする要因となります。
・一般に新興国の通貨は、先進国の通貨に比べて為替変動が大
きくなる場合があります。

本商品は元本確保型の商品ではありません

確定拠出年金向け説明資料

インデックスファンド海外新興国（エマージング）債券（１年決算型）
（愛称 ： DC インデックス海外新興国債券）

投資信託協会分類：追加型投信／海外／債券／インデックス型

17.お申込不可日等

野村信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理・計算などを行ないます。）

20.セーフティーネットの有無

22.委託会社
日興アセットマネジメント株式会社
（信託財産の運用指図などを行ないます。）
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運営管理機関：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

1.投資方針 2.主要投資対象
① 国内株式インデックス・マザーファンド（Ｂ号）

国内債券パッシブ・マザーファンド
外国株式インデックス・マザーファンド
外国債券パッシブ・マザーファンド

②

3.主な投資制限
①

②
　　　国内株式：20％ 外国株式：10％
　　　国内債券：55％ 外国債券：10％ ③
　　　短期金融資産：5％

③

④

④

4.ベンチマーク
＜各マザーファンドの投資方針等＞
国内株式インデックス・マザーファンド（Ｂ号）

国内債券パッシブ・マザーファンド

外国株式インデックス・マザーファンド

5.信託設定日
2005年9月30日

外国債券パッシブ・マザーファンド 6.信託期間
無期限

7.償還条項

Ver.1.9

株式への実質投資割合は、信託財産の純資産総額
の50%未満とします。

デリバティブ取引は、価格変動リスクを回避する目的
ならびに投資対象資産を保有した場合と同様の損益
を実現する目的以外には利用しません。

以下の比率により委託会社が独自に作成した合成指
数

外国為替予約取引は、為替変動リスクを回避する目
的以外には利用しません。

外貨建資産への実質投資割合は、信託財産の純資
産総額の50%以下とします。

主として日本の株式に投資し、ＴＯＰＩＸ（東証株価指
数、配当込み）の動きに連動する投資成果を目指し
て運用を行います。

三井住友・ＤＣ年金バランス30（債券重点型）（愛称：マイパッケージ）

本商品は元本確保型の商品ではありません

投資信託協会分類：追加型投信／内外／資産複合／インデックス型

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「三井住友・ＤＣ年金バランス30（債券重点型）｣の募集については、委託会社
は、金融商品取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■
当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するた
めに作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に
投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているもので
はありません。また、資金動向、市場動向等によっては投資方針通りの運用ができない場合があります。投資信託の運用による損益は、購入者に
帰属します。

委託会社は、受益者にとって有利であると認めると
き、その他やむを得ない事情が発生したときは、あら
かじめ受益者に書面により通知する等の所定の手続
きを経て、繰上償還させることがあります。

日本の公社債および短期金融資産を主要投資対象
とし、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）の動きに連動する投
資成果を目指して運用を行います。

主として日本を除く世界各国の債券に投資し、FTSE
世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）の
動きに連動する投資成果を目指して運用を行いま
す。

主として日本を除く世界各国の株式に投資し、ＭＳＣ
Ｉコクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベース）の
動きに連動する投資成果を目指して運用を行いま
す。

内外の株式・公社債に投資する4つのマザーファンド
の組入れを通じて、日本を含む世界各国の株式、公
社債に分散投資することにより、信託財産の着実な
成長を目指した運用を行います。

国内株式、国内債券、外国株式、外国債券および短
期金融資産への実質的な基本資産配分は下記の通
りとします。
■それぞれの資産の時価変動等に伴う各資産比率
　の変化については、一定の範囲（±３％）を設けて
　調整を行います。

運用にあたっては、委託会社が独自に作成した合成
指数をベンチマークとし、ベンチマークの動きに連動
する投資成果を目指します。

実質外貨建資産については、原則として対円での為
替ヘッジを行わないことを基本とします。

確定拠出年金向け説明資料

ＴＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込み） 20%

ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合） 55%

ＭＳＣＩコクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベース） 10%

FTSE世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース） 10%

有担保コール翌日物 5%
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運営管理機関：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

8.決算日 19.損失の可能性
毎年2月18日（休業日の場合は翌営業日）

9.信託報酬

20.セーフティーネットの有無
10.信託報酬以外のコスト

21.持分の計算方法
解約価額×保有口数

11.お申込単位
１円以上１円単位

12.お申込価額 22.委託会社
ご購入約定日の基準価額

13.お申込手数料
ありません。

23.受託会社
14.ご解約価額

ご売却約定日の基準価額

15.信託財産留保額
ありません。

24.基準価額の主な変動要因等
16.収益分配 ① 株式市場リスク

17.お申込不可日等

② 債券市場リスク

18.課税関係
確定拠出年金制度上、運用益は非課税となります。

一般に債券は内外の経済情勢等の影響による金利の
変動を受けて価格が変動します。通常、金利が上昇す
ると債券価格は下落します。また、格付けが引き下げら
れる場合も債券価格が下落するおそれがあります。債券
価格の下落はファンドの基準価額が下落する要因となり
ます。なお、価格の変動幅は、債券の種類、格付け、残
存期間、利払いのしくみの違い等により、債券ごとに異
なります。

取引所等における取引の停止、決済機能の停止、そ
の他やむを得ない事情があるときは、ファンドの取得
申込・解約請求を中止等する場合があります。
また、確定拠出年金制度上、取得申込・解約請求が
できない場合がありますので運営管理機関にお問い
合わせください。

三井住友・ＤＣ年金バランス30（債券重点型）（愛称：マイパッケージ）

年１回（原則として2月18日。休業日の場合は翌営業
日）決算を行い、分配金額を決定します。
分配金は、自動的に再投資されます。

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等に
より、下落する場合があります。したがって、購入者の
みなさまの投資元本が保証されているものではなく、
基準価額の下落により、損失を被ることがあります。ま
た、運用により信託財産に生じた損益はすべて購入
者のみなさまに帰属します。

注：解約価額が10,000口当たりで表示されている場合は10,000で
除してください。

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保
険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象で
はありません。

内外の経済動向や株式市場での需給動向等の影響に
より株式相場が下落した場合、ファンドの基準価額が下
落する要因となります。また、個々の株式の価格はその
発行企業の事業活動や財務状況等によって変動し、株
価が下落した場合はファンドの基準価額が下落する要
因となります。

再信託受託会社：株式会社日本カストディ銀行

三井住友信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理等を行います。）

三井住友ＤＳアセットマネジメント株式会社
（信託財産の運用指図等を行います。）

本商品は元本確保型の商品ではありません

投資信託協会分類：追加型投信／内外／資産複合／インデックス型

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「三井住友・ＤＣ年金バランス30（債券重点型）｣の募集については、委託会社
は、金融商品取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■
当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するた
めに作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に
投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものでは
ありません。また、資金動向、市場動向等によっては投資方針通りの運用ができない場合があります。投資信託の運用による損益は、購入者に帰
属します。

純資産総額に対して年0.242%（税抜き0.22%）
内訳：委託会社 年0.09%（税抜き）
        販売会社 年0.1%（税抜き）
        受託会社 年0.03%（税抜き）

ファンドの監査費用や有価証券の売買時の手数料、
資産を外国で保管する場合の費用等（それらにかか
る消費税等相当額を含みます。）が信託財産から支
払われます。
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運営管理機関：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

③ 信用リスク ⑧ ファミリーファンド方式にかかる留意点

④ 為替変動リスク ⑨ 換金制限等に関する留意点

⑤ カントリーリスク

⑥ 流動性リスク

⑦ 合成指数の動きと連動しない要因

有価証券等を大量に売買しなければならない場合、
あるいは市場を取り巻く外部環境に急激な変化があ
り、市場規模の縮小や市場の混乱が生じた場合等に、
十分な数量の売買ができなかったり、通常よりも不利
な価格での取引を余儀なくされることがあります。これ
らはファンドの基準価額が下落する要因となります。

三井住友・ＤＣ年金バランス30（債券重点型）（愛称：マイパッケージ）

本商品は元本確保型の商品ではありません

投資信託協会分類：追加型投信／内外／資産複合／インデックス型

外貨建資産への投資は為替変動の影響を受けます。
ファンドが保有する外貨建資産の価格が現地通貨
ベースで上昇する場合であっても、当該現地通貨が
対円で下落する（円高となる）場合、円ベースでの評
価額が下落し、基準価額が下落することがあります。

ファンドが投資している有価証券や金融商品において
債務不履行が発生あるいは懸念される場合、またはそ
の発行体が経営不安や倒産等に陥った場合には、当
該有価証券や金融商品の価格が下がったり、投資資
金を回収できなくなったりすることがあります。これらは
ファンドの基準価額が下落する要因となります。

海外に投資を行う場合には、投資先の国の政治・経
済・社会状況の不安定化、取引規制や税制の変更等
によって投資した資金の回収が困難になることや、そ
の影響により投資する有価証券等の価格が大きく変動
することがあり、基準価額が下落する要因となります。

当ファンドは「ファミリーファンド方式」により運用する
ため、当ファンドと同じマザーファンドを投資対象とす
る他のベビーファンドに追加設定・一部解約により資
金の流出入が生じた場合、その結果として、当該マ
ザーファンドにおいても組入有価証券の売買等が生
じ、当ファンドの基準価額に影響を及ぼすことがあり
ます。

ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金
を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場
において市場環境が急変した場合等に、一時的に
組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待でき
る価格で取引できないリスク、取引量が限られてしま
うリスクがあります。
これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可
能性、換金申込みの受付けが中止となる可能性、既
に受け付けた換金申込みが取り消しとなる可能性、
換金代金のお支払いが遅延する可能性等がありま
す。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「三井住友・ＤＣ年金バランス30（債券重点型）｣の募集については、委託会社
は、金融商品取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■
当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するため
に作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投
資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではあ
りません。また、資金動向、市場動向等によっては投資方針通りの運用ができない場合があります。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属し
ます。

ファンドは、委託会社が独自に作成した合成指数の動
きに連動する投資成果を目指して運用を行いますが、
以下の要因等により、合成指数の動きに連動しないこ
とがあります。
・有価証券売買時のコスト、信託報酬やその他の
　ファンド運営にかかる費用を負担すること
・追加設定・一部解約により組入有価証券の売買の
　タイミング差が生じること
・インデックス構成銘柄と組入有価証券との誤差が
　影響すること
・利用可能な指数先物とインデックスの動きに不一致
　が生じること

確定拠出年金向け説明資料
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運営管理機関：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

1.投資方針 2.主要投資対象
① 国内株式インデックス・マザーファンド（Ｂ号）

国内債券パッシブ・マザーファンド
外国株式インデックス・マザーファンド
外国債券パッシブ・マザーファンド

②

3.主な投資制限
①

②
　　　国内株式：35％ 外国株式：15％
　　　国内債券：35％ 外国債券：10％ ③
　　　短期金融資産：5％

③

④

④

4.ベンチマーク
＜各マザーファンドの投資方針等＞
国内株式インデックス・マザーファンド（Ｂ号）

国内債券パッシブ・マザーファンド

外国株式インデックス・マザーファンド

5.信託設定日
2005年9月30日

外国債券パッシブ・マザーファンド 6.信託期間
無期限

7.償還条項

Ver.1.9

以下の比率により委託会社が独自に作成した合成指
数

本商品は元本確保型の商品ではありません

株式への実質投資割合は、信託財産の純資産総額
の25%以上とします。

外貨建資産への実質投資割合は、信託財産の純資
産総額の50%以下とします。

デリバティブ取引は、価格変動リスクを回避する目的
ならびに投資対象資産を保有した場合と同様の損益
を実現する目的以外には利用しません。

外国為替予約取引は、為替変動リスクを回避する目
的以外には利用しません。

投資信託協会分類：追加型投信／内外／資産複合／インデックス型

三井住友・ＤＣ年金バランス50（標準型）（愛称：マイパッケージ）

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「三井住友・ＤＣ年金バランス50（標準型）｣の募集については、委託会社は、金融
商品取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、
確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成され
たものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合に
は為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。ま
た、資金動向、市場動向等によっては投資方針通りの運用ができない場合があります。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

日本の公社債および短期金融資産を主要投資対象
とし、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）の動きに連動する投
資成果を目指して運用を行います。

主として日本を除く世界各国の債券に投資し、FTSE
世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）の
動きに連動する投資成果を目指して運用を行いま
す。

主として日本を除く世界各国の株式に投資し、ＭＳＣ
Ｉコクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベース）の
動きに連動する投資成果を目指して運用を行いま
す。

委託会社は、受益者にとって有利であると認めると
き、その他やむを得ない事情が発生したときは、あら
かじめ受益者に書面により通知する等の所定の手続
きを経て、繰上償還させることがあります。

内外の株式・公社債に投資する4つのマザーファンド
の組入れを通じて、日本を含む世界各国の株式、公
社債に分散投資することにより、信託財産の着実な
成長を目指した運用を行います。

国内株式、国内債券、外国株式、外国債券および短
期金融資産への実質的な基本資産配分は下記の通
りとします。
■それぞれの資産の時価変動等に伴う各資産比率
　の変化については、一定の範囲（±３％）を設けて
　調整を行います。

運用にあたっては、委託会社が独自に作成した合成
指数をベンチマークとし、ベンチマークの動きに連動
する投資成果を目指します。

実質外貨建資産については、原則として対円での為
替ヘッジを行わないことを基本とします。

主として日本の株式に投資し、ＴＯＰＩＸ（東証株価指
数、配当込み）の動きに連動する投資成果を目指し
て運用を行います。

確定拠出年金向け説明資料
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運営管理機関：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

8.決算日 19.損失の可能性
毎年2月18日（休業日の場合は翌営業日）

9.信託報酬

20.セーフティーネットの有無
10.信託報酬以外のコスト

21.持分の計算方法
解約価額×保有口数

11.お申込単位
１円以上１円単位

12.お申込価額 22.委託会社
ご購入約定日の基準価額

13.お申込手数料
ありません。

23.受託会社
14.ご解約価額

ご売却約定日の基準価額

15.信託財産留保額
ありません。

24.基準価額の主な変動要因等
16.収益分配 ① 株式市場リスク

17.お申込不可日等

② 債券市場リスク

18.課税関係
確定拠出年金制度上、運用益は非課税となります。

再信託受託会社：株式会社日本カストディ銀行

年１回（原則として2月18日。休業日の場合は翌営業
日）決算を行い、分配金額を決定します。
分配金は、自動的に再投資されます。

内外の経済動向や株式市場での需給動向等の影響
により株式相場が下落した場合、ファンドの基準価額
が下落する要因となります。また、個々の株式の価格
はその発行企業の事業活動や財務状況等によって
変動し、株価が下落した場合はファンドの基準価額
が下落する要因となります。取引所等における取引の停止、決済機能の停止、そ

の他やむを得ない事情があるときは、ファンドの取得申
込・解約請求を中止等する場合があります。
また、確定拠出年金制度上、取得申込・解約請求がで
きない場合がありますので運営管理機関にお問い合わ
せください。

本商品は元本確保型の商品ではありません

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等に
より、下落する場合があります。したがって、購入者の
みなさまの投資元本が保証されているものではなく、
基準価額の下落により、損失を被ることがあります。ま
た、運用により信託財産に生じた損益はすべて購入
者のみなさまに帰属します。

純資産総額に対して年0.253%（税抜き0.23%）
内訳：委託会社 年0.10%（税抜き）
        販売会社 年0.1%（税抜き）
        受託会社 年0.03%（税抜き）

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保
険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象で
はありません。

ファンドの監査費用や有価証券の売買時の手数料、資
産を外国で保管する場合の費用等（それらにかかる消
費税等相当額を含みます。）が信託財産から支払われ
ます。

注：解約価額が10,000口当たりで表示されている場合は10,000で除
してください。

三井住友・ＤＣ年金バランス50（標準型）（愛称：マイパッケージ）

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「三井住友・ＤＣ年金バランス50（標準型）｣の募集については、委託会社は、金融商
品取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定
拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたもの
であり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リ
スクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。また、資金動向、
市場動向等によっては投資方針通りの運用ができない場合があります。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

投資信託協会分類：追加型投信／内外／資産複合／インデックス型

一般に債券は内外の経済情勢等の影響による金利
の変動を受けて価格が変動します。通常、金利が上
昇すると債券価格は下落します。また、格付けが引き
下げられる場合も債券価格が下落するおそれがあり
ます。債券価格の下落はファンドの基準価額が下落
する要因となります。なお、価格の変動幅は、債券の
種類、格付け、残存期間、利払いのしくみの違い等に
より、債券ごとに異なります。

三井住友ＤＳアセットマネジメント株式会社
（信託財産の運用指図等を行います。）

三井住友信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理等を行います。）
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運営管理機関：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

③ 信用リスク ⑧ ファミリーファンド方式にかかる留意点

④ 為替変動リスク ⑨ 換金制限等に関する留意点

⑤ カントリーリスク

⑥ 流動性リスク

⑦ 合成指数の動きと連動しない要因
ファンドは、委託会社が独自に作成した合成指数の動
きに連動する投資成果を目指して運用を行いますが、
以下の要因等により、合成指数の動きに連動しないこ
とがあります。
・有価証券売買時のコスト、信託報酬やその他の
　ファンド運営にかかる費用を負担すること
・追加設定・一部解約により組入有価証券の売買の
　タイミング差が生じること
・インデックス構成銘柄と組入有価証券との誤差が
　影響すること
・利用可能な指数先物とインデックスの動きに不一致
　が生じること

有価証券等を大量に売買しなければならない場合、
あるいは市場を取り巻く外部環境に急激な変化があ
り、市場規模の縮小や市場の混乱が生じた場合等に、
十分な数量の売買ができなかったり、通常よりも不利
な価格での取引を余儀なくされることがあります。これ
らはファンドの基準価額が下落する要因となります。

ファンドが投資している有価証券や金融商品において
債務不履行が発生あるいは懸念される場合、またはそ
の発行体が経営不安や倒産等に陥った場合には、当
該有価証券や金融商品の価格が下がったり、投資資
金を回収できなくなったりすることがあります。これらは
ファンドの基準価額が下落する要因となります。

外貨建資産への投資は為替変動の影響を受けます。
ファンドが保有する外貨建資産の価格が現地通貨
ベースで上昇する場合であっても、当該現地通貨が
対円で下落する（円高となる）場合、円ベースでの評
価額が下落し、基準価額が下落することがあります。

海外に投資を行う場合には、投資先の国の政治・経
済・社会状況の不安定化、取引規制や税制の変更等
によって投資した資金の回収が困難になることや、そ
の影響により投資する有価証券等の価格が大きく変動
することがあり、基準価額が下落する要因となります。

三井住友・ＤＣ年金バランス50（標準型）（愛称：マイパッケージ）

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「三井住友・ＤＣ年金バランス50（標準型）｣の募集については、委託会社は、金融
商品取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、
確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成された
ものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には
為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。また、資
金動向、市場動向等によっては投資方針通りの運用ができない場合があります。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

本商品は元本確保型の商品ではありません

投資信託協会分類：追加型投信／内外／資産複合／インデックス型

当ファンドは「ファミリーファンド方式」により運用する
ため、当ファンドと同じマザーファンドを投資対象とす
る他のベビーファンドに追加設定・一部解約により資
金の流出入が生じた場合、その結果として、当該マ
ザーファンドにおいても組入有価証券の売買等が生
じ、当ファンドの基準価額に影響を及ぼすことがあり
ます。

ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金
を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場
において市場環境が急変した場合等に、一時的に
組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待でき
る価格で取引できないリスク、取引量が限られてしま
うリスクがあります。
これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可
能性、換金申込みの受付けが中止となる可能性、既
に受け付けた換金申込みが取り消しとなる可能性、
換金代金のお支払いが遅延する可能性等がありま
す。
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運営管理機関：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

1.投資方針 2.主要投資対象
① 国内株式インデックス・マザーファンド（Ｂ号）

国内債券パッシブ・マザーファンド
外国株式インデックス・マザーファンド
外国債券パッシブ・マザーファンド

②

3.主な投資制限
①

②
　　　国内株式：50％ 外国株式：20％
　　　国内債券：15％ 外国債券：10％ ③
　　　短期金融資産：5％

③

④

④

4.ベンチマーク
＜各マザーファンドの投資方針等＞
国内株式インデックス・マザーファンド（Ｂ号）

国内債券パッシブ・マザーファンド

外国株式インデックス・マザーファンド

5.信託設定日
2005年9月30日

外国債券パッシブ・マザーファンド 6.信託期間
無期限

7.償還条項

Ver.1.9

内外の株式・公社債に投資する4つのマザーファンド
の組入れを通じて、日本を含む世界各国の株式、公
社債に分散投資することにより、信託財産の着実な
成長を目指した運用を行います。

国内株式、国内債券、外国株式、外国債券および短
期金融資産への実質的な基本資産配分は下記の通
りとします。
■それぞれの資産の時価変動等に伴う各資産比率
　の変化については、一定の範囲（±３％）を設けて
　調整を行います。

運用にあたっては、委託会社が独自に作成した合成
指数をベンチマークとし、ベンチマークの動きに連動
する投資成果を目指します。

実質外貨建資産については、原則として対円での為
替ヘッジを行わないことを基本とします。

主として日本の株式に投資し、ＴＯＰＩＸ（東証株価指
数、配当込み）の動きに連動する投資成果を目指し
て運用を行います。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「三井住友・ＤＣ年金バランス70（株式重点型）｣の募集については、委託会社は、
金融商品取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資
料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作
成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する
場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありませ
ん。また、資金動向、市場動向等によっては投資方針通りの運用ができない場合があります。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

日本の公社債および短期金融資産を主要投資対象
とし、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（総合）の動きに連動する投
資成果を目指して運用を行います。

主として日本を除く世界各国の債券に投資し、FTSE
世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）の
動きに連動する投資成果を目指して運用を行いま
す。

主として日本を除く世界各国の株式に投資し、ＭＳＣ
Ｉコクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベース）の
動きに連動する投資成果を目指して運用を行いま
す。

投資信託協会分類：追加型投信／内外／資産複合／インデックス型

三井住友・ＤＣ年金バランス70（株式重点型）（愛称：マイパッケージ）

以下の比率により委託会社が独自に作成した合成指
数

委託会社は、受益者にとって有利であると認めると
き、その他やむを得ない事情が発生したときは、あら
かじめ受益者に書面により通知する等の所定の手続
きを経て、繰上償還させることがあります。

本商品は元本確保型の商品ではありません

株式への実質投資割合は、信託財産の純資産総額
の50%以上とします。

外貨建資産への実質投資割合は、信託財産の純資
産総額の50%以下とします。

デリバティブ取引は、価格変動リスクを回避する目的
ならびに投資対象資産を保有した場合と同様の損益
を実現する目的以外には利用しません。

外国為替予約取引は、為替変動リスクを回避する目
的以外には利用しません。
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運営管理機関：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

8.決算日 19.損失の可能性
毎年2月18日（休業日の場合は翌営業日）

9.信託報酬

20.セーフティーネットの有無
10.信託報酬以外のコスト

21.持分の計算方法
解約価額×保有口数

11.お申込単位
１円以上１円単位

12.お申込価額 22.委託会社
ご購入約定日の基準価額

13.お申込手数料
ありません。

23.受託会社
14.ご解約価額

ご売却約定日の基準価額

15.信託財産留保額
ありません。

24.基準価額の主な変動要因等
16.収益分配 ① 株式市場リスク

17.お申込不可日等

② 債券市場リスク

18.課税関係
確定拠出年金制度上、運用益は非課税となります。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「三井住友・ＤＣ年金バランス70（株式重点型）｣の募集については、委託会社は、金
融商品取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、
確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたも
のであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替
リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。また、資金動
向、市場動向等によっては投資方針通りの運用ができない場合があります。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

投資信託協会分類：追加型投信／内外／資産複合／インデックス型

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等に
より、下落する場合があります。したがって、購入者の
みなさまの投資元本が保証されているものではなく、
基準価額の下落により、損失を被ることがあります。ま
た、運用により信託財産に生じた損益はすべて購入
者のみなさまに帰属します。

純資産総額に対して年0.264%（税抜き0.24%）
内訳：委託会社 年0.11%（税抜き）
        販売会社 年0.1%（税抜き）
        受託会社 年0.03%（税抜き）

注：解約価額が10,000口当たりで表示されている場合は10,000で除
してください。

三井住友ＤＳアセットマネジメント株式会社
（信託財産の運用指図等を行います。）

三井住友信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理等を行います。）

再信託受託会社：株式会社日本カストディ銀行

三井住友・ＤＣ年金バランス70（株式重点型）（愛称：マイパッケージ）

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保
険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象で
はありません。

ファンドの監査費用や有価証券の売買時の手数料、資
産を外国で保管する場合の費用等（それらにかかる消
費税等相当額を含みます。）が信託財産から支払われ
ます。

本商品は元本確保型の商品ではありません

年１回（原則として2月18日。休業日の場合は翌営業
日）決算を行い、分配金額を決定します。
分配金は、自動的に再投資されます。

内外の経済動向や株式市場での需給動向等の影響
により株式相場が下落した場合、ファンドの基準価額
が下落する要因となります。また、個々の株式の価格
はその発行企業の事業活動や財務状況等によって
変動し、株価が下落した場合はファンドの基準価額
が下落する要因となります。取引所等における取引の停止、決済機能の停止、その

他やむを得ない事情があるときは、ファンドの取得申
込・解約請求を中止等する場合があります。
また、確定拠出年金制度上、取得申込・解約請求がで
きない場合がありますので運営管理機関にお問い合わ
せください。

一般に債券は内外の経済情勢等の影響による金利
の変動を受けて価格が変動します。通常、金利が上
昇すると債券価格は下落します。また、格付けが引き
下げられる場合も債券価格が下落するおそれがあり
ます。債券価格の下落はファンドの基準価額が下落
する要因となります。なお、価格の変動幅は、債券の
種類、格付け、残存期間、利払いのしくみの違い等に
より、債券ごとに異なります。
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運営管理機関：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

③ 信用リスク ⑧ ファミリーファンド方式にかかる留意点

④ 為替変動リスク ⑨ 換金制限等に関する留意点

⑤ カントリーリスク

⑥ 流動性リスク

⑦ 合成指数の動きと連動しない要因

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「三井住友・ＤＣ年金バランス70（株式重点型）｣の募集については、委託会社は、
金融商品取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料
は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成さ
れたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合
には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。ま
た、資金動向、市場動向等によっては投資方針通りの運用ができない場合があります。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

本商品は元本確保型の商品ではありません

投資信託協会分類：追加型投信／内外／資産複合／インデックス型

ファンドが投資している有価証券や金融商品において
債務不履行が発生あるいは懸念される場合、またはそ
の発行体が経営不安や倒産等に陥った場合には、当
該有価証券や金融商品の価格が下がったり、投資資
金を回収できなくなったりすることがあります。これらは
ファンドの基準価額が下落する要因となります。

ファンドは、委託会社が独自に作成した合成指数の動
きに連動する投資成果を目指して運用を行いますが、
以下の要因等により、合成指数の動きに連動しないこ
とがあります。
・有価証券売買時のコスト、信託報酬やその他の
　ファンド運営にかかる費用を負担すること
・追加設定・一部解約により組入有価証券の売買の
　タイミング差が生じること
・インデックス構成銘柄と組入有価証券との誤差が
　影響すること
・利用可能な指数先物とインデックスの動きに不一致
　が生じること

三井住友・ＤＣ年金バランス70（株式重点型）（愛称：マイパッケージ）

有価証券等を大量に売買しなければならない場合、
あるいは市場を取り巻く外部環境に急激な変化があ
り、市場規模の縮小や市場の混乱が生じた場合等に、
十分な数量の売買ができなかったり、通常よりも不利
な価格での取引を余儀なくされることがあります。これ
らはファンドの基準価額が下落する要因となります。

外貨建資産への投資は為替変動の影響を受けます。
ファンドが保有する外貨建資産の価格が現地通貨
ベースで上昇する場合であっても、当該現地通貨が
対円で下落する（円高となる）場合、円ベースでの評
価額が下落し、基準価額が下落することがあります。

海外に投資を行う場合には、投資先の国の政治・経
済・社会状況の不安定化、取引規制や税制の変更等
によって投資した資金の回収が困難になることや、そ
の影響により投資する有価証券等の価格が大きく変動
することがあり、基準価額が下落する要因となります。

当ファンドは「ファミリーファンド方式」により運用する
ため、当ファンドと同じマザーファンドを投資対象とす
る他のベビーファンドに追加設定・一部解約により資
金の流出入が生じた場合、その結果として、当該マ
ザーファンドにおいても組入有価証券の売買等が生
じ、当ファンドの基準価額に影響を及ぼすことがあり
ます。

ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金
を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場
において市場環境が急変した場合等に、一時的に
組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待でき
る価格で取引できないリスク、取引量が限られてしま
うリスクがあります。
これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可
能性、換金申込みの受付けが中止となる可能性、既
に受け付けた換金申込みが取り消しとなる可能性、
換金代金のお支払いが遅延する可能性等がありま
す。
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Ver.1.8

・主として、投資信託証券に投資を行ない、高いインカム収益の
確保を図るとともに、安定した信託財産の成長をめざします。
・原則として、ファンドが実質的に保有する以下に掲げる資産の
信託財産の純資産総額に対する割合が、それぞれ以下に定め
る範囲内となるよう、投資信託証券に投資を行ないます。
「不動産等（不動産、不動産の賃借権、地上権およびこれらのも
のを信託する信託の受益権または匿名組合出資持分をいいま
す。）」 ……　25％±20％
「債券」 ……　50％±40％
「株式」 ……　25％±20％
・投資信託証券への投資にあたっては、金融商品取引所に上場
しており、かつ、時価総額が10億円以上の不動産投信、約款で
別に定める投資信託証券および以下の投資信託証券の中か
ら、各資産毎の利回り水準や市況動向、資金動向などを勘案
し、投資を行ないます。
証券投資信託 「海外債券インデックス（ヘッジなし）マザーファン
ド」
証券投資信託 「日本株式インデックス２２５マザーファンド」
・投資信託証券への投資は、高位を維持することを基本としま
す。
・なお、約款で別に定める投資信託証券については、定性評
価、定量評価などを勘案して、適宜見直しを行ないます。この
際、既に指定されていた投資信託証券を除外したり、新たに投
資信託証券を指定する場合もあります。
・また、外貨建ての投資信託証券に投資することがあります。
・ファンドが実質的に保有する外貨建資産については、為替変
動リスクの低減を図るため、為替ヘッジを行なう場合があります。
・ただし、市況動向に急激な変化が生じたとき、ならびに残存信
託期間、残存元本が運用に支障をきたす水準となったときなど
やむを得ない事情が発生した場合には、上記のような運用がで
きない場合があります。

3.主な投資制限

2.主要投資対象

≪海外債券インデックス（ヘッジなし）マザーファンド≫
世界の主要国の債券市場の動きをとらえることを目標に、
FTSE世界国債インデックス（除く日本、ヘッジなし・円ベース）
の動きに連動する投資成果をめざして運用を行ないます。

≪日本株式インデックス２２５マザーファンド≫
わが国の株式市場の動きをとらえることを目標に、日経平均
トータルリターン・インデックスの動きに連動する投資成果を
めざして運用を行ないます。

≪高利回りソブリン債券インデックスファンド≫
主として、日本を除く世界の高利回り国のソブリン債券に投資
を行ない、ブルームバーグ・インターナショナル・ハイインカ
ム・ソブリン・インデックス（ヘッジなし・円ベース）への連動を
めざします。

・投資信託証券、短期社債等（社債、株式等の振替に関
する法律第66条第1号に規定する短期社債、同法第117
条に規定する相互会社の社債、同法第118条に規定する
特定社債および同法第120条に規定する特別法人債をい
います。）、コマーシャル・ペーパーおよび指定金銭信託
以外の有価証券への直接投資は行ないません。
・有価証券先物取引等のデリバティブ取引ならびに有価
証券の貸付、空売りおよび借入れは行ないません。
・投資信託証券への投資割合には制限を設けません。
・外貨建資産への実質投資割合には、制限を設けませ
ん。

投資信託証券を主要投資対象とします。
　・不動産投信
　　（主として金融商品取引所に上場しており、
　　　　　　　　　　　かつ、時価総額が10億円以上の銘柄）
　・「海外債券インデックス（ヘッジなし）マザーファンド」
　・「日本株式インデックス２２５マザーファンド」
　・「高利回りソブリン債券インデックスファンド」

＜投資対象とする投資信託証券の概要および
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　マザーファンドの投資方針＞
≪不動産投信≫
不動産を主な投資対象とする投資法人あるいは投資信託を総
称して不動産投信といいます。ビル、マンション、オフィス、倉庫
などの不動産を中心に運用し、そこから得られる賃料収入、売却
益などを投資家に分配（配当）する投資信託です。
◆投資対象とする不動産投信は、金融商品取引所に上場して
おり、かつ、時価総額が10億円以上の不動産投信（一般社団法
人投資信託協会規則に定める不動産投信等ならびに海外にお
ける同様の資産で金融商品取引法上の外国投資信託受益証券
または外国投資証券に該当する外国不動産投信をいいます。）
とします。
◆不動産投信への投資にあたっては、原則として、不動産投信
市場全体の値動きを概ねとらえることをめざして運用を行ないま
す。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係
る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株
式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用
成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

本商品は元本確保型の商品ではありません

1.投資方針

確定拠出年金向け説明資料

財産３分法ファンド（不動産・債券・株式）毎月分配型
（愛称：財産３分法ファンド、財産３分法）

投資信託協会分類：追加型投信／内外／資産複合
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日興アセットマネジメント株式会社
（信託財産の運用指図などを行ないます。）

23.受託会社

月1回の決算時（原則として10日）に収益分配方針に基づ
き収益分配を行ないます。分配金は、自動的に再投資さ
れます。

17.お申込不可日等
金融商品取引所における取引の停止その他やむを得ない事情
があるときは、委託者の判断でファンドの受益権の取得申込・解
約請求を中止等する場合があります。また、確定拠出年金制度
上、取得申込・解約請求ができない場合がありますので運営管
理機関にお問い合わせください。

18.課税関係
確定拠出年金制度上は運用益は非課税となります。

19.損失の可能性

ありません。

15.信託財産留保額
ご売却約定日の基準価額の0.3％

16.収益分配

1円以上1円単位

ご売却約定日の基準価額から信託財産留保額を控除し
た価額

12.お申込価額

純資産総額に対して年1.045％（税抜0.95％）
内訳：配分は純資産総額によって異なります。
　委託会社  販売会社と受託会社への配分を除いたもの
　受託会社　0.040～0.050％
　販売会社　0.500～0.600％

※内訳の率は税抜です。別途消費税がかかります。

※この他に、投資対象とする投資信託証券の運用などに
係る費用がかかりますが、投資する不動産投信の銘柄は
固定されていないこと、また、投資する外国投資信託の信
託報酬は固定報酬となっていることなどから、事前に料率
などを表示することができません。

13.お申込手数料

野村信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理・計算などを行ないます。）

10.信託報酬以外のコスト
信託財産に関する以下の費用およびそれに付随する消費税等
相当額は、受益者の負担とし、信託財産から支払います。
①組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料。
②信託財産の財務諸表の監査に要する費用（日々、計上されま
す。）。
③信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用、
外貨建資産の保管などに要する費用、解約に伴なう支払資金の
手当てなどを目的とした借入金の利息および受託会社の立て替
えた立替金の利息。

＊監査費用、売買委託手数料などは、保有期間や運用の状況
などに応じて異なり、あらかじめ見積もることができないため、表
示することができません。

11.お申込単位

14.ご解約価額

本商品は元本確保型の商品ではありません

4.ベンチマーク

7.償還条項
委託者は、信託期間中において、受託者と合意の上、こ
の信託契約を解約し、信託を終了させることができます。

ご購入約定日の基準価額

解約価額×保有口数
注：解約価額が10,000口当たりで表示されている場合は
10,000で除して下さい。

22.委託会社

ありません。

8.決算日

財産３分法ファンド（不動産・債券・株式）毎月分配型
（愛称：財産３分法ファンド、財産３分法）

投資信託協会分類：追加型投信／内外／資産複合

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係
る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株
式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用
成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等により、
下落する場合があります。したがって、購入者のみなさま
の投資元本が保証されているものではなく、基準価額の
下落により、損失を被ることがあります。また、運用により信
託財産に生じた損益はすべて購入者のみなさまに帰属し
ます。

20.セーフティーネットの有無
投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保険・
貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありま
せん。

21.持分の計算方法

毎月10日（休業日の場合は翌営業日）

9.信託報酬

5.信託設定日
2003年8月5日

6.信託期間
無期限

確定拠出年金向け説明資料
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24.基準価額の主な変動要因等

確定拠出年金向け説明資料

財産３分法ファンド（不動産・債券・株式）毎月分配型
（愛称：財産３分法ファンド、財産３分法）

投資信託協会分類：追加型投信／内外／資産複合

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係
る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株
式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用
成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

3．信用リスク
・不動産投信が支払不能や債務超過の状態になった場
合、またはそうなることが予想される場合、ファンドにも重
大な損失が生じるリスクがあります。また、金融商品取引所
が定める一定の基準に該当した場合、上場が廃止される
可能性があり、廃止される恐れが生じた場合や廃止となる
場合も不動産投信の価格は下がり、ファンドにおいて重大
な損失が生じるリスクがあります。
・一般に公社債および短期金融資産の発行体にデフォル
ト（債務不履行）が生じた場合またはそれが予想される場
合には、公社債および短期金融資産の価格が下落（価格
がゼロになることもあります。）し、ファンドの基準価額が値
下がりする要因となります。また、実際にデフォルトが生じ
た場合、投資した資金が回収できないリスクが高い確率で
発生します。

5．カントリー・リスク
・投資対象国における非常事態など（金融危機、財政上
の理由による国自体のデフォルト、重大な政策変更や資
産凍結を含む規制の導入、自然災害、クーデターや重大
な政治体制の変更、戦争など）を含む市況動向や資金動
向などによっては、ファンドにおいて重大な損失が生じるリ
スクがあり、投資方針に従った運用ができない場合があり
ます。
・一般に新興国は、情報の開示などが先進国に比べて充
分でない、あるいは正確な情報の入手が遅延する場合が
あります。
・ファンドの投資対象資産が上場または取引されている諸
国の税制は各国によって異なります。また、それらの諸国
における税制が一方的に変更されたり、新たな税制が適
用されたりすることもあります。以上のような要因は、ファン
ドの信託財産の価値に影響を与える可能性があります。

2．流動性リスク
・市場規模や取引量が少ない状況においては、有価証券
の取得、売却時の売買価格は取引量の大きさに影響を受
け、市場実勢から期待できる価格どおりに取引できないリ
スク、評価価格どおりに売却できないリスク、あるいは、価
格の高低に関わらず取引量が限られてしまうリスクがあり、
その結果、不測の損失を被るリスクがあります。
・一般に新興国の債券は、先進国の債券に比べて市場規
模や取引量が少ないため、流動性リスクが高まる場合があ
ります。

・一般に新興国の債券は、先進国の債券に比べて利回り
が高い反面、価格変動が大きく、デフォルトが生じるリスク
が高まる場合があります。
・格付を有する債券については、当該格付の変更に伴な
い価格が下落するリスクもあります。
・一般に投資した企業の経営などに直接・間接を問わず
重大な危機が生じた場合には、ファンドにも重大な損失が
生じるリスクがあります。デフォルト（債務不履行）や企業倒
産の懸念から、発行体の株式などの価格は大きく下落（価
格がゼロになることもあります。）し、ファンドの基準価額が
値下がりする要因となります。また、金融商品取引所が定
める一定の基準に該当した場合、上場が廃止される可能
性があり、廃止される恐れが生じた場合や廃止となる場合
も発行体の株式などの価格は下がり、ファンドにおいて重
大な損失が生じるリスクがあります。
・ファンドの資金をコール・ローン、譲渡性預金証書などの
短期金融資産で運用することがありますが、買付け相手
先の債務不履行により損失が発生することがあります。こ
の場合、基準価額が下落する要因となります。

4．為替変動リスク
・一部の資産を除き、原則として、為替ヘッジを行なわない
ため、外貨建資産については、一般に外国為替相場が当
該資産の通貨に対して円高になった場合には、ファンドの
基準価額が値下がりする要因となります。
・一部の資産において、為替ヘッジを行なうにあたって
は、円の金利が為替ヘッジを行なう通貨の金利より低い場
合、この金利差に相当するヘッジコストが発生します。為
替および金利の動向によっては、為替ヘッジに伴なうヘッ
ジコストが予想以上に発生する場合があります。
・一般に新興国の通貨は、先進国の通貨に比べて為替変
動が大きくなる場合があります。

1．価格変動リスク
・一般に不動産投信は、不動産や不動産証券化商品に
投資して得られる収入や売却益などを収益源としており、
不動産を取り巻く環境や規制、賃料水準、稼働率、不動
産市況や長短の金利動向、マクロ経済の変化など様々な
要因により価格が変動します。また、不動産の老朽化や立
地条件の変化、火災、自然災害などに伴なう不動産の滅
失・毀損などにより、その価格が影響を受ける可能性もあり
ます。不動産投信の財務状況、業績や市況環境が悪化
する場合、不動産投信の分配金や価格は下がり、ファンド
に損失が生じるリスクがあります。
・一般に公社債は、金利変動により価格が変動するリスク
があります。一般に金利が上昇した場合には価格は下落
し、ファンドの基準価額が値下がりする要因となります。た
だし、その価格変動幅は、残存期間やクーポンレートなど
の発行条件などにより債券ごとに異なります。
・一般に新興国の債券は、先進国の債券に比べて価格変
動が大きくなる傾向があり、基準価額にも大きな影響を与
える場合があります。
・一般に株式の価格は、会社の成長性や収益性の企業情
報および当該情報の変化に影響を受けて変動します。ま
た、国内および海外の経済・政治情勢などの影響を受け
て変動します。ファンドにおいては、株式の価格変動また
は流動性の予想外の変動があった場合、重大な損失が生
じるリスクがあります。

本商品は元本確保型の商品ではありません
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1.投資方針 6.信託期間
無期限

7.償還条項

8.決算日
毎年9月15日（休業日の場合翌営業日）

9.運用管理費用（信託報酬）

10.運用管理費用（信託報酬）以外のコスト
2.主要投資対象

3.主な投資制限

4.ベンチマーク
東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）

5.信託設定日
2004年8月31日

Ver.1.8

■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、加入者のみなさまに対して、当商品の
内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、値動きのある有価証券等に投資しま
すので、基準価額は大きく変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、投資信託を
ご購入のお客様に帰属します。■当資料は、大和アセットマネジメント株式会社が信頼できると判断した諸データに基づいて、運営管理機関によって作成され
ましたが、その正確性・完全性を保証するものではありません。■東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）の指数値及び東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）に係る標章又は商標
は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」という。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など東証ＲＥＩＴ指数
（配当込み）に関するすべての権利・ノウハウ及び東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）に係る標章又は商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、東証Ｒ
ＥＩＴ指数（配当込み）の指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又は中断に対し、責任を負いません。本商品は、ＪＰＸにより提供、保証又は販売されるものでは
なく、本商品の設定、販売及び販売促進活動に起因するいかなる損害に対してもＪＰＸは責任を負いません。

純資産総額に対して年率0.374％(税抜0.34％)
内訳: 委託会社　年率0.154％(税抜0.14％)
　　　　販売会社　年率0.187％(税抜0.17％)
　　　　受託会社　年率0.033％(税抜0.03％)

信託報酬を対価とする役務の内容は、配分先に応じて、それ
ぞれ以下のとおりです。
委託会社：ファンドの運用と調査、受託会社への運用指図、基
準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
販売会社：運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファン
ドの管理、購入後の情報提供等の対価
受託会社：運用財産の管理、委託会社からの指図の実行の対
価

①マザーファンドの受益証券への投資割合には、制限を設け
ません。
②株式への直接投資は、行ないません。
③マザーファンドを通じて行なう投資信託証券への実質投資
割合には、制限を設けません。
④マザーファンドを通じて行なう同一銘柄の不動産投資信託
の受益証券または同一銘柄の不動産投資法人の投資証券へ
の実質投資割合は、信託財産の純資産総額の30％以下とし
ます。ただし、当該同一銘柄の「東証ＲＥＩＴ指数」における時
価の構成割合が30％を超える場合には、当該指数における構
成割合の範囲で実質的に 組入れることができるものとします。
⑤外貨建資産への直接投資は、行ないません。

ダイワＪ－ＲＥＩＴマザーファンドの受益証券
※ダイワＪ－ＲＥＩＴマザーファンドは、わが国の金融商品取引
所上場（上場予定を含みます。）の不動産投資信託の受益証
券および不動産投資法人の投資証券を主要投資対象としま
す。

イ．主としてマザーファンドの受益証券に投資することにより、
「東証ＲＥＩＴ指数」（配当込み、以下同じ。）に連動する投資成
果をめざして運用を行ないます。
ロ．マザーファンドの受益証券の組入比率は、通常の状態で
信託財産の純資産総額の90％程度以上に維持することを基
本とします。
※税法その他の法規上の規制や組入銘柄の財務リスクや流
動性などの理由から、「東証REIT指数」の採用銘柄をすべて
組入れない場合や時価総額に応じた組入れを行なわない場
合があります。

・ダイワＪ－ＲＥＩＴマザーファンドの投資方針
イ．「東証ＲＥＩＴ指数」に連動する投資成果をめざして運用を
行ないます。
ロ．投資成果を「東証ＲＥＩＴ指数」の動きにできるだけ連動させ
るため、組入銘柄は「東証ＲＥＩＴ指数」の構成銘柄（採用予定
を含みます。）とし、組入比率を高位に保ちます。
ハ．運用の効率化を図るため、不動産投信指数先物取引を利
用することがあります。このため、不動産投資信託証券の組入
総額と不動産投信指数先物取引の買建玉の時価総額の合計
額が、信託財産の純資産総額を超えることがあります。

※当初設定日直後、大量の追加設定または解約が発生したと
き、市況の急激な変化が生じたとき、「東証ＲＥＩＴ指数」が改廃
されたとき、償還の準備に入ったとき等ならびに信託財産の規
模によっては、上記の運用が行なわれないことがあります。

委託会社は、信託期間中において「東証ＲＥＩＴ指数」が改廃さ
れたときもしくは信託契約を解約することが受益者のため有利
であると認めるときまたはやむを得ない事情が発生したときは、
受託会社と合意のうえ、信託契約を解約し、信託を終了させる
ことができます。この場合において、委託会社は、あらかじめ、
解約しようとする旨を監督官庁に届出ます。

①　信託財産において資金借入れを行なった場合、当該借入
金の利息は信託財産中より支弁します。
②　信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費
用、受託会社の立替えた立替金の利息および信託財産にか
かる監査報酬ならびに当該監査報酬にかかる消費税等に相当
する金額は、受益者の負担とし、信託財産中から支弁します。
③　信託財産に属する有価証券等に関連して発生した訴訟係
争物たる権利その他の権利に基づいて益金が生じた場合、当
該支払いに際して特別に必要となる費用（データ処理費用、郵
送料等）は、受益者の負担とし、当該益金から支弁します。
④　信託財産で有価証券の売買を行なう際に発生する売買委
託手数料、当該売買委託手数料にかかる消費税等に相当す
る金額および信託財産に属する資産を外国で保管する場合の
費用は、信託財産中より支弁します。
（※）「運用管理費用（信託報酬）以外のコスト」については、運
用状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を示すこ
とができません。
手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりま
すので、表示することができません。また、上場不動産投資信
託は市場価格により取引されており、費用を表示することがで
きません。
＜マザーファンドより支弁する手数料等＞
　信託財産に関する租税、有価証券売買時の売買委託手数
料、先物取引・オプション取引等に要する費用、資産を外国で
保管する場合の費用等を支弁します。

本商品は元本確保型の商品ではありません

ＤＣ・ダイワＪ－ＲＥＩＴオープン

投資信託協会分類：追加型投信/国内/不動産投信(リート）/インデックス型
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11.お申込単位 24.基準価額の主な変動要因等
１円以上１円単位 　　　

12.お申込価額
ご購入約定日の基準価額

13.お申込手数料
ありません。

14.ご解約価額
ご売却約定日の基準価額

15.信託財産留保額
ありません。

16.収益分配

17.お申込不可日等

18.課税関係
確定拠出年金制度上は運用益は非課税となります。

19.損失の可能性

20.セーフティーネットの有無

21.持分の計算方法

22.委託会社

23.受託会社

ＤＣ・ダイワＪ－ＲＥＩＴオープン

本商品は元本確保型の商品ではありません

毎年9月15日（休業日の場合翌営業日）に決算を行ない、収
益分配方針に基づいて収益の分配を行ないます。収益分配
金は、自動的に再投資されます。

投資信託協会分類：追加型投信/国内/不動産投信(リート）/インデックス型

①　リート（不動産投資信託）への投資に伴うリスク
イ．リートは、株式と同様に金融商品取引所等で売買され、そ
の価格は、不動産市況に対する見通しや市場における需給
等、さまざまな要因で変動します。
・リートには資産規模が小さく、流動性が低いものもあります。こ
のようなリートへの投資は、流動性の高い株式等に比べ、より
制約を受けることが考えられます。
・金利の上昇局面においては、他の、より利回りの高い債券等
との比較でリートに対する投資価値が相対的に低下し、価格が
下落することも想定されます。
ロ．リートの価格や配当は、リートの収益や財務内容の変動の
影響を受けます。
・リートの収益は、所有する不動産から得られる賃料収入がそ
の大半を占めます。したがって、賃料水準や入居率の低下等
により賃料収入が減少した場合には、リートの収益が悪化し、
価格や配当が下落することが考えられます。
・リートの資産価値は、所有する不動産の評価等により変動し
ます。市況の悪化、不動産の老朽化等によってリートの資産価
値が低下した場合には、価格が下落することがあります。なお、
実物資産である不動産には、人的災害、自然災害等に伴って
大きな損害が発生する可能性もあり、このような場合、リートの
価格が大幅に下落することも想定されます。
・リートでは、投資資金を調達するために金融機関等から借入
れを行なうことがあります。したがって、金利上昇局面において
金利負担等が増加し、収益の悪化要因となることが考えられま
す。
・法人形態のリートでは、経営陣の運営如何によっては収益や
財務内容が著しく悪化する可能性があります。リートが倒産等
に陥り、投資資金が回収できなくなることもありえます。
ハ．リートに関する法制度（税制、会計制度等）が変更となった
場合、リートの価格や配当に影響を与えることが想定されま
す。
・その他、不動産を取巻く規制（建築規制、環境規制等）に変
更があった場合も、リートの価格や配当が影響を受けることが
考えられます。
・金融商品取引所が定める基準に抵触する等の理由から、リー
トが上場廃止になることもあります。
ニ．組入リートの市場価格が下落した場合、基準価額が下落
する要因となり、投資元本を割込むことがあります。

大和アセットマネジメント株式会社
（信託財産の運用指図、受益権の発行等を行ないます）

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保険・貯金
保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。

＜価額変動リスク＞
当ファンドは、わが国の不動産投資信託証券など値動きのある
証券に投資しますので、基準価額は大きく変動します。した
がって、投資元本が保証されているものではなく、これを割込
むことがあります。委託会社の指図に基づく行為により信託財
産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属します。
投資信託は預貯金とは異なります。
投資者のみなさまにおかれましては、当ファンドの内容・リスク
を十分ご理解のうえお申込み下さいますよう、よろしくお願い申
上げます。
基準価額の主な変動要因については、次のとおりです。

三井住友信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理を行ないます）

金融商品取引所における取引の停止その他やむを得ない事
情があるときは、換金の申込みの受付けを中止することがあり
ます。また、確定拠出年金制度上、取得申込・解約請求を取
扱いできない場合がありますので運営管理機関にお問い合わ
せください。

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等により、下落
する場合があります。したがって、購入者のみなさまの投資元
本が保証されているものではなく、基準価額の下落により、損
失を被ることがあります。また、運用により信託財産に生じた損
益はすべて購入者のみなさまに帰属します。

解約価額×保有口数
注：解約価額が10,000口あたりで表示されている場合は
10,000で除してください。

■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、加入者のみなさまに対して、当商品の
内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、値動きのある有価証券等に投資しま
すので、基準価額は大きく変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、投資信託を
ご購入のお客様に帰属します。■当資料は、大和アセットマネジメント株式会社が信頼できると判断した諸データに基づいて、運営管理機関によって作成され
ましたが、その正確性・完全性を保証するものではありません。■東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）の指数値及び東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）に係る標章又は商標
は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」という。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など東証ＲＥＩＴ指数
（配当込み）に関するすべての権利・ノウハウ及び東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）に係る標章又は商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、東証Ｒ
ＥＩＴ指数（配当込み）の指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又は中断に対し、責任を負いません。本商品は、ＪＰＸにより提供、保証又は販売されるものでは
なく、本商品の設定、販売及び販売促進活動に起因するいかなる損害に対してもＪＰＸは責任を負いません。
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ＤＣ・ダイワＪ－ＲＥＩＴオープン

投資信託協会分類：追加型投信/国内/不動産投信(リート）/インデックス型

本商品は元本確保型の商品ではありません

■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、加入者のみなさまに対して、当商品の
内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、値動きのある有価証券等に投資しま
すので、基準価額は大きく変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、投資信託を
ご購入のお客様に帰属します。■当資料は、大和アセットマネジメント株式会社が信頼できると判断した諸データに基づいて、運営管理機関によって作成され
ましたが、その正確性・完全性を保証するものではありません。■東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）の指数値及び東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）に係る標章又は商標
は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」という。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など東証ＲＥＩＴ指数
（配当込み）に関するすべての権利・ノウハウ及び東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）に係る標章又は商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、東証Ｒ
ＥＩＴ指数（配当込み）の指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又は中断に対し、責任を負いません。本商品は、ＪＰＸにより提供、保証又は販売されるものでは
なく、本商品の設定、販売及び販売促進活動に起因するいかなる損害に対してもＪＰＸは責任を負いません。

② その他
イ．解約申込みがあった場合には、解約資金を手当てするた
め組入証券を売却しなければならないことがあります。
その際、市場規模や市場動向によっては市場実勢を押下げ、
当初期待される価格で売却できないこともあります。この場合、
基準価額が下落する要因となります。
ロ．ファンド資産をコール・ローン、譲渡性預金証書等の短期
金融資産で運用する場合、債務不履行により損失が発生する
ことがあります（信用リスク）。この場合、基準価額が下落する要
因となります。

※基準価額の動きに関する留意点など
①当ファンドの投資成果は、必ずしも「東証REIT指数」に連動
するとは限りません。その主な要因として次のものが考えられ
ます。
イ．「東証REIT指数」の構成銘柄のすべてを指数の算出方法
どおりに組入れない場合があること
ロ．運用管理費用（信託報酬）、売買委託手数料等を負担す
ることによる影響
ハ．追加設定および解約に対応して行なったＪリートの売買の
約定価格と「東証REIT指数」の算出に使用する価格の差
ニ．Ｊリートの銘柄数、市場規模が限られること
ホ．不動産投信指数先物と指数の動きの不一致（先物を利用
した場合）
ヘ．Ｊリートおよび不動産投信指数先物の流動性が低下した場
合における売買の影響
ト．Ｊリートおよび不動産投信指数先物取引の最低取引単位の
影響
チ．「東証REIT指数」の構成銘柄の入替えおよび指数の算出
方法の変更による影響
リ．追加設定および組入銘柄の配当金や権利処理等によって
信託財産に現金が発生すること
②当ファンドは、その性格上、「東証REIT指数」が改廃された
ことにより償還となる場合があります。
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運営管理機関 ：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

1.投資方針 6.信託期間
無期限

7.償還条項

8.決算日

2.主要投資対象
9.信託報酬

10.信託報酬以外のコスト

3.主な投資制限

11.お申込単位
1円以上1円単位

4.ベンチマーク 12.お申込価額
S&P先進国REIT指数（配当込み、円換算ベース） ご購入約定日の基準価額

13.お申込手数料
ありません。

14.ご解約価額
ご売却約定日の基準価額

15.信託財産留保額
ありません。

16.収益分配

5.信託設定日
2008年7月16日

Ver.2.3

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係
る情報の提供｣に基づき、加入者のみなさまに対して当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではあ
りません。■投資信託は、株式や公社債等値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変
動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、投資信託をご購入のお客様に帰属します。
■当資料は、野村アセットマネジメント株式会社が信頼できると判断した諸データに基づいて運営管理機関によって作成されましたが、その正確性、完全性を
保証するものではありません。また、上記の実績・データ等は過去のものであり、今後の成果を保証・約束するものではありません。

本商品は元本確保型の商品ではありません

・「S&P先進国REIT指数（配当込み、円換算ベース）」は、S&P先進
国REIT指数を委託会社において円換算した指数です。
・S&P先進国REIT指数は、S&Pの持つグローバル・インデックスであ
るS&Pグローバル株価指数から、REIT及びREITと同様の制度に基
づく銘柄を抽出して算出するインデックスで、先進国に上場する不
動産投資信託（REIT）及び同様の制度に基づく銘柄の浮動株修正
時価総額に基づいて毎日算出されます。同指数の構成国や構成
銘柄等については定期的に見直しが行なわれますので、変動する
ことがあります。
・「S&P先進国REIT指数」はスタンダード＆プアーズ ファイナンシャ
ル サービシーズ エル エル シーの所有する登録商標であり、野村
アセットマネジメントに対して利用許諾が与えられています。スタン
ダード＆プアーズは本商品を推奨・支持・販売・促進等するもので
はなく、また本商品に対する投資適格性等に関しいかなる意思表
明等を行なうものではありません。

原則、毎年1月20日（休業日の場合は翌営業日）

原則、毎年1月20日（休業日の場合は翌営業日）に分配を行ないま
す。(原則再投資）
分配金額は、基準価額水準等を勘案して委託会社が決定します。
＊委託会社の判断により分配を行なわない場合もあります。また、
将来の分配金の支払いおよびその金額について示唆、保証するも
のではありません。

その他の費用・手数料として、以下の費用等がファンドから支払わ
れます。これらの費用等は、運用状況等により変動するものであり、
事前に料率、上限額等を表示することができません。
・組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料
・外貨建資産の保管等に要する費用
・監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
・ファンドに関する租税 　　　　　　　　　等

信託期間中において、やむを得ない事情が発生したとき等は、受
託者と合意のうえ、信託契約を解約し、当該信託を終了させる場合
があります。

純資産総額に年 0.363％（税抜年 0.33％）の率を乗じて得た額
内訳（税抜）：委託会社 年 0.17％、受託会社 年 0.02％、
　　             　販売会社 年 0.14％

・世界各国のREITを実質的な主要投資対象とし、S&P先進
国REIT 指数（配当込み、円換算ベース）の動きに連動する
投資成果を目指して運用を行ないます。
・REITの実質組入比率は原則として高位を維持することを
基本とします。
・実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジ
を行ないません。
・ファンドはマザーファンドを通じて投資するファミリーファン
ド方式で運用します。

世界各国の不動産投資信託証券（REIT）※1を実質的な主
要投資対象※2とします。
※1 世界の金融商品取引所に上場（これに準ずるものを含みま
す。）されている不動産投資信託証券（一般社団法人投資信託協
会規則に定める不動産投資信託証券をいいます。）とします。な
お、国によっては、「不動産投資信託証券」について、「REIT」という
表記を用いていない場合もありますが、ファンドにおいては、こうし
た場合も含め、全て「REIT」といいます。
※2　「実質的な主要投資対象」とは、「世界REITインデックス マ
ザーファンド」を通じて投資する、主要な投資対象という意味です。

・株式への直接投資は行ないません。
・外貨建資産への直接投資は行ないません。マザーファン
ドを通じて実質的に投資を行なう外貨建資産への実質投資
割合には制限を設けません。
・デリバティブの直接利用は行ないません。
・投資信託証券への実質投資割合には制限を設けません。

投資信託協会分類：追加型投信／内外／不動産投信／インデックス型
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運営管理機関 ：ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

17.お申込不可日等

18.課税関係
確定拠出年金制度上、運用益は非課税となります。

19.損失の可能性

20.セーフティーネットの有無

21.持分の計算方法
基準価額×保有口数

22.委託会社

23.受託会社
野村信託銀行株式会社

（ファンドの財産の保管および管理を行ないます。）

24.基準価額の主な変動要因等
ファンドの基準価額は、投資を行なっている有価証券等の値動
きによる影響を受けますが、これらの運用による損益はすべて投
資者のみなさまに帰属します。したがって、ファンドにおいて、投
資者のみなさまの投資元金は保証されているものではなく、基準
価額の下落により、損失を被り、投資元金が割り込むことがありま
す。なお、投資信託は預貯金と異なります。

[ＲＥＩＴの価格変動リスク]
REITは、保有不動産の状況、市場金利の変動、不動産市況や
株式市場の動向等により、価格が変動します。ファンドは実質
的にREITに投資を行ないますので、これらの影響を受けます。
[為替変動リスク]
ファンドは、実質組入外貨建資産について、原則として為替
ヘッジを行ないませんので、為替変動の影響を大きく受けま
す。
※基準価額の変動は、上記に限定されるものではありません。

≪その他の留意点≫
◆ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の
規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
●ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当て
する必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が
急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市
場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限
られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナス
の影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止等と
なる可能性、換金代金の支払いが遅延する可能性等がありま
す。
●資金動向、市況動向等によっては、また、不慮の出来事等が
起きた場合には、投資方針に沿った運用ができない場合があり
ます。
●ファンドが実質的に組み入れる有価証券の発行体において、
利払いや償還金の支払いが滞る可能性があります。
●有価証券への投資等ファンドにかかる取引にあたっては、取
引の相手方の倒産等により契約が不履行になる可能性があり
ます。
●ファンドの基準価額と対象インデックスは、費用等の要因によ
り、完全に一致するものではありません。また、ファンドの投資
成果が対象インデックスとの連動または上回ることを保証するも
のではありません。
●投資対象とするマザーファンドにおいて、他のベビーファンド
の資金変動等に伴なう売買等が生じた場合などには、ファンド
の基準価額に影響を及ぼす場合があります。
●ファンドが実質的な投資対象とするREITの中には、流動性の
低いものもあり、こうしたREITへの投資は、流動性の高い株式
等に比べて制約を受けることが想定されます。
●REITに関する法律（税制度、会計制度等）、不動産を取り巻く
規制が変更となった場合、REITの価格や配当に影響が及ぶこ
とが想定されます。
●ファンドは、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の
配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて分配を行な
う場合があります。したがって、ファンドの分配金の水準は必ず
しも計算期間におけるファンドの収益率を示唆するものではあ
りません。投資者の個別元本（追加型投資信託を保有する投
資者毎の取得元本）の状況によっては、分配金額の一部また
は全部が、実質的に元本の一部払戻しに相当する場合があり
ます。分配金は、預貯金の利息とは異なりファンドの純資産か
ら支払われますので、分配金支払い後の純資産はその相当額
が減少することとなり、基準価額が下落する要因となります。計
算期間中に運用収益があった場合においても、当該運用収益
を超えて分配を行なった場合、当期決算日の基準価額は前期
決算日の基準価額と比べて下落することになります。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係
る情報の提供｣に基づき、加入者のみなさまに対して当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではあ
りません。■投資信託は、株式や公社債等値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変
動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、投資信託をご購入のお客様に帰属します。
■当資料は、野村アセットマネジメント株式会社が信頼できると判断した諸データに基づいて運営管理機関によって作成されましたが、その正確性、完全性を
保証するものではありません。また、上記の実績・データ等は過去のものであり、今後の成果を保証・約束するものではありません。

本商品は元本確保型の商品ではありません

販売会社の営業日であっても、申込日当日あるいは申込日の翌
営業日が、「ニューヨーク証券取引所」の休場日に該当する場合
には、原則、購入、換金の各お申込ができません。金融商品取
引所における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の
停止その他やむを得ない事情があるときは、委託者の判断で
ファンドの受益権の取得申込・解約請求を中止等する場合があり
ます。また、確定拠出年金制度上、取得申込・解約請求ができな
い場合がありますので、運営管理機関にお問い合わせください。

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等により、下落す
る場合があります。したがって、購入者のみなさまの投資元本が
保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被
ることがあります。また、運用により信託財産に生じた損益はすべ
て購入者のみなさまに帰属します。

投資信託は預金保険の対象ではありません。投資信託は保険で
はなく、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。

注：基準価額が10,000口あたりで表示されている場合
     は10,000で除してください。

野村アセットマネジメント株式会社
（ファンドの運用の指図を行ないます。）

投資信託協会分類：追加型投信／内外／不動産投信／インデックス型
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運用商品選定理由説明書 

＜１．運用商品の全体構成＞ 

＜２．個別運用商品の選定理由＞ 

確定拠出年金法および関連法令、個人型年金規約に定めるところにより、運営管理機関として運用商品を選定しご提示いた 
します。 

・確定拠出年金制度の目的である国民の高齢期における所得の確保に係る自主的な努力を支援し、もって公的年金の給付と相
まって国民の生活の安定と福祉の向上に寄与することを踏まえた運用商品群とした。
・元本確保型商品は、安定性を重視するニーズに応えるため、預金を選定した。
・投資信託は、伝統的資産（国内株式・国内債券・外国株式・外国債券）、複数の資産を組み込んだバランス型、および伝統
的資産とは異なる資産を投資対象とするその他の投資信託からなる商品群とした。
・国内株式、国内債券、外国株式、外国債券、バランス型、その他の投資信託にはベンチマークに連動した投資成果を目指す
インデックス運用の商品を、積極的な運用ニーズに応えるため、国内株式、外国株式、バランス型にはアクティブ運用の商品
を選定した。
・加入者等が基本的な教育で十分理解できるわかりやすい商品群に、やや高度な金融商品の知識が必要な商品が含まれてい
る。

No 運用商品名 選定理由

1
三井住友銀行確定拠出年金
定期預金（１０年）

商品提供会社である三井住友銀行は財務状況も問題なく、定期預金の運用実績も十分である。又この三井住友銀行確定拠出年金
定期預金（１０年）は従来の定期預金をベースにして設計されており、長期に安定した運用が期待できる運用商品である。従っ
て、法令上の元本確保型商品として選定した。

2
三井住友・
ＤＣつみたてＮＩＳＡ・
日本株インデックスファンド

運用会社である三井住友ＤＳアセットマネジメントは長年の年金の運用実績を有し、運用体制・プロセスとも問題ない。三井住
友・ＤＣつみたてＮＩＳＡ・日本株インデックスファンドは、一貫した方針に沿って運用されており、運用の継続性が十分確保
されている。従って、国内株式型投資信託商品として選定した。

3 年金積立Ｊグロース
運用会社である日興アセットマネジメントは長年の年金の運用実績を有し、運用体制・プロセスとも問題ない。年金積立Ｊグロー
スは一貫した方針に沿って運用されており、運用の継続性が十分確保されている。従って、国内株式型投資信託商品として選定
した。

4 大和住銀ＤＣ国内株式ファンド
運用会社である三井住友ＤＳアセットマネジメントは長年の年金の運用実績を有し、運用体制・プロセスとも問題ない。大和住
銀ＤＣ国内株式ファンドは一貫した方針に沿って運用されており、運用の継続性が十分確保されている。従って、国内株式型投
資信託商品として選定した。

5
三井住友・日本債券
インデックス・ファンド

運用会社である三井住友ＤＳアセットマネジメントは長年の年金の運用実績を有し、運用体制・プロセスとも問題ない。三井住
友・日本債券インデックス・ファンドは一貫した方針に沿って運用されており、運用の継続性が十分確保されている。従って、
国内債券型投資信託商品として選定した。

6
三井住友・
ＤＣつみたてＮＩＳＡ・
全海外株インデックスファンド

運用会社である三井住友ＤＳアセットマネジメントは長年の年金の運用実績を有し、運用体制・プロセスとも問題ない。三井住
友・ＤＣつみたてＮＩＳＡ・全海外株インデックスファンドは一貫した運用方針に沿って運用されており、運用の継続性が十分
確保されている。従って、外国株式型投資信託商品として選定した。

7
インデックスファンド
海外新興国（エマージング）株式

運用会社である日興アセットマネジメントは長年の年金の運用実績を有し、運用体制・プロセスとも問題ない。インデックスファ
ンド海外新興国（エマージング）株式は、一貫した方針に沿って運用されており、運用の継続性が十分確保されている。従って、
外国株式型投資信託商品として選定した。

8
大和住銀ＤＣ海外株式
アクティブファンド

運用会社である三井住友ＤＳアセットマネジメントは長年の年金の運用実績を有し、運用体制・プロセスとも問題ない。大和住
銀ＤＣ海外株式アクティブファンドは、米国において豊富な実績を有するＴ．ロウ・プライス社にマザーファンドの運用指図権
限を委託しており、運用の継続性が十分確保されている。従って、外国株式型投資信託商品として選定した。

9
三井住友・ＤＣ外国債券
インデックスファンド

運用会社である三井住友ＤＳアセットマネジメントは長年の年金の運用実績を有し、運用体制・プロセスとも問題がない。三井
住友・ＤＣ外国債券インデックスファンドは一貫した方針に沿って運用されており、運用の継続性が十分確保されている。従っ
て、外国債券型投資信託商品として選定した。

10
インデックスファンド
海外新興国（エマージング）債券
（１年決算型）

運用会社である日興アセットマネジメントは長年の年金の運用実績を有し、運用体制・プロセスとも問題ない。インデックスファ
ンド海外新興国（エマージング）債券（１年決算型）は、一貫した方針に沿って運用されており、運用の継続性が十分確保され
ている。従って、外国債券型投資信託商品として選定した。



No 運用商品名 選定理由

11
三井住友・
ＤＣ年金バランス３０
（債券重点型）

運用会社である三井住友ＤＳアセットマネジメントは長年の年金の運用実績を有し、運用体制・プロセスとも問題ない。三井住
友・ＤＣ年金バランス３０（債券重点型）は一貫した方針に沿って運用されており、運用の継続性が十分確保されている。従っ
て、安定性を重視したバランス型投資信託商品として選定した。

12
三井住友・
ＤＣ年金バランス５０
（標準型）

運用会社である三井住友ＤＳアセットマネジメントは長年の年金の運用実績を有し、運用体制・プロセスとも問題ない。三井住
友・ＤＣ年金バランス５０（標準型）は一貫した方針に沿って運用されており、運用の継続性が十分確保されている。従って、
安定性と成長性の両面を重視したバランス型投資信託商品として選定した。

13
三井住友・
ＤＣ年金バランス７０
（株式重点型）

運用会社である三井住友ＤＳアセットマネジメントは長年の年金の運用実績を有し、運用体制・プロセスとも問題ない。三井住
友・ＤＣ年金バランス７０（株式重点型）は一貫した方針に沿って運用されており、運用の継続性が十分確保されている。従っ
て、成長性を重視したバランス型投資信託商品として選定した。

14
財産３分法ファンド
（不動産・債券・株式）
毎月分配型

運用会社である日興アセットマネジメントは長年の年金の運用実績を有し、運用体制・プロセスとも問題ない。財産３分法ファ
ンド（不動産・債券・株式）毎月分配型は一貫した方針に沿って運用されており、運用の継続性が十分確保されている。従って、
バランス型投資信託商品として選定した。

15
ＤＣ・ダイワＪ－ＲＥＩＴ
オープン

運用会社である大和アセットマネジメントは長年の年金の運用実績を有し、運用体制・プロセスとも問題ない。ＤＣ・ダイワＪ
－ＲＥＩＴオープンは一貫した方針に沿って運用されており、運用の継続性が十分確保されている。従って、その他投資信託商
品（不動産投信）として選定した。

16
野村世界ＲＥＩＴ
インデックスファンド
（確定拠出年金向け）

運用会社である野村アセットマネジメントは長年の年金の運用実績を有し、運用体制・プロセスとも問題ない。野村世界ＲＥＩ
Ｔインデックスファンド（確定拠出年金向け）は一貫した方針に沿って運用されており、運用の継続性が十分確保されている。
従って、その他投資信託商品（不動産投信）として選定した。





販売会社一覧
※プランの商品本数が多い場合などに限り、全ての販売会社を掲載できない場合があります。
　詳しくはＤＣなびの商品情報のページをご覧ください。

No 運用商品名 販売会社

1 三井住友銀行確定拠出年金定期預金（１０年） 三井住友銀行

2 三井住友・ＤＣつみたてＮＩＳＡ・日本株
インデックスファンド

三井住友銀行

3 年金積立Ｊグロース ＳＭＢＣ日興証券

4 大和住銀ＤＣ国内株式ファンド 三井住友銀行

5 三井住友・日本債券インデックス・ファンド 三井住友銀行

6 三井住友・ＤＣつみたてＮＩＳＡ・全海外株
インデックスファンド

三井住友銀行

7 インデックスファンド海外新興国（エマージング）株式 三井住友銀行

8 大和住銀ＤＣ海外株式アクティブファンド 三井住友銀行

9 三井住友・ＤＣ外国債券インデックスファンド 三井住友銀行

10 インデックスファンド海外新興国
（エマージング）債券（１年決算型）

三井住友銀行

11 三井住友・ＤＣ年金バランス３０（債券重点型） 三井住友銀行

12 三井住友・ＤＣ年金バランス５０（標準型） 三井住友銀行

13 三井住友・ＤＣ年金バランス７０（株式重点型） 三井住友銀行

14 財産３分法ファンド（不動産・債券・株式）
毎月分配型

ＳＭＢＣ日興証券

15 ＤＣ・ダイワＪ－ＲＥＩＴオープン 三井住友銀行

16 野村世界ＲＥＩＴインデックスファンド
（確定拠出年金向け）

三井住友銀行

以下余白
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